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第Ⅰ章 文献的考察 

Ⅰ‐A．女性労働者の就労状況に関する調査研究   
（１）労働人口減少社会における女性労働者の位置づけ 
内閣府の令和元年版高齢社会白書によると日本の高齢化率は 28.1％と、過去最高値を記

録している。1 将来推計においても、高齢化率は上昇を続け、2036 年には 33.3％まで上

昇し、3 人に 1 人が高齢者となると予想されている。1 また、2020 年版高齢社会白書によ

ると、労働力人口 6,886 万人のうち、65～69 歳の労働者は 438 万人、70 歳以上は 469 万

人と報告されており、労働力人口総数に占める 65 歳以上の労働者の割合は 13.2％となっ

ている。2 65 歳以上の高齢労働者の割合は、1980 年にはわずか 4.9%だったものが、2000
年には 7.3%まで上昇し、2019 年には 13.2％となり、2 高齢者の割合は上昇し続けている

ことが分かる。 
また、近年日本における合計特殊出生率は大幅に減少し、厚生労働省の 2019 年度の人

口動態統計では 1.42 であった。3 内閣府の人口推計報告によると、出生の推移が現在と同

程度であると仮定した場合、総人口は 2048 年には 1 億人を下り、2060 年には 8,674 万人

まで減少し、2020 年現在の総人口 1 億 2593 万人 4の 7 割弱まで減少すると予想されてい

る。5 2010 年の厚生労働省白書では、労働力率が現在と同程度で推移した場合には、労働

力人口は 2030 年には 2006 年と比較して 1,070 万人程度減ることが推計されていると報告

されており、雇用施策の必要性が唱えられている。6 
高齢化と少子化が相まって、労働力不足が懸念される中、2016 年には「一億総活躍社

会」の実現に向けて取り組むことが目標とされた。7 国民全員が活躍していくために、育

児支援や社会保障といったシステムを再整備し、日本における少子高齢化という課題に向

き合い、国民全員が活躍できる社会作りが必要とされている。 
このような労働力不足が見込まれる社会の中で、女性労働者数の増加は、問題解決の一

助となりうると考えられている。8,9 
 
（２）女性労働者の就労状況 
女性労働者に対する取り組みは、1985 年に男女雇用機会均等法が成立して以降、日本に

おいても行われてきた。2019 年の総務省統計局による労働力調査によると、2009 年には

2649 万人であった女性の労働力人口が、2019 年には 2992 万人となっており、8 年連続で

増加傾向にあると報告されている。10 
 
女性の雇用形態 
女性の労働力人口が増加している一方で、女性の就業者数の増加部分は非正規での雇用

に偏っているといった問題が指摘されている。2019 年度の内閣府の報告によると、男性の

非正規雇用労働者が 21.9％であるのに対し、女性の非正規雇用労働者は 56.1％と報告され
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ている。11 女性の年齢階級別労働力率については、1970 年代からと比較し、結婚、妊

娠、出産といったライフステージにおける労働力の低下を示す M 字カーブは軽減されてい

るものの、依然として、20 代、30 代女性の労働力率が低いと報告されている。スウェー

デン、フランス、米国といった先進諸国においては、M 字カーブは見られなくなっている

ものの、日本においては残存している状況である。11 また、給与面においても、男女間で

は差が大きく、女性の平均所得は男性の約 7 割と報告されている。12 女性の就業者数が増

えているにも関わらず、家庭における負担が増える時期においては、社会における女性活

躍には課題が残り、雇用形態や給与面における男女間の差が依然として残されている状況

と言える。 
このような社会状況の中で、女性が労働面を含む社会生活においても、さらなる活躍を

していくための環境を整備することを目的として、2015 年 9 月に女性活躍推進法が施行

された。13 依然として改善の余地のある日本における女性の労働環境に対し、法的にも取

り組みが進められている。 
 
女性管理職の割合 
女性労働者の非正規雇用が多い問題があることとともに、女性管理職が少ないことがこ

れまで社会的課題となってきた。国際的には、女性の活躍が進み、他の先進国では管理職

に占める女性の割合が、アメリカ合衆国では 42.7%、フランス 39.4%、スウェーデン

35.5%、イギリス 34.2%と高水準となっている。14 日本においても、2003 年には内閣府

の男女共同参画基本計画で管理職に占める女性の割合を、2020 年までに 30％という目標

が設定された。15 女性の勤続年数は長期化傾向 16 にある一方で、厚生労働省の 2018 年度

雇用均等基本調査によると、部長職以上 6.6%、課長職以上 10.3%、係長職以上 18.6%と

依然として少ない状況である。17 しかしながら、課長職以上の女性管理職の割合を例にみ

ると、1989 年にはわずか 2.0%であったが、2012 年には 7.9%、2018 年には 10.3%と年々

増加傾向にある。17,18  
女性活躍推進法に基づき、女性の活躍推進に関する状況が優良な企業を認定する「える

ぼし制度」においても、女性管理職の登用が推進されている。19 また、女性労働者や女性

管理職を積極的に登用し、活用していくことを目的とした取り組みであるポジティブアク

ションを推進している企業は、業績が上がっているといった報告もされ、企業にもダイバ

ーシティが求められている。20,21 
 
（３）男女間の格差 

2015 年の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にも

掲げられているように、22 ジェンダー平等は世界的に取り組むべき問題とされている。国

際的に各国における男女格差に関する調査が行われており、主な国際的指標として、ジェ

ンダー不平等指数とジェンダーギャップ指数が挙げられる。23 
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国連開発計画が 2019 年に報告したジェンダー不平等指数によると、日本は調査対象国

162 か国中 23 位であった。24ジェンダー不平等指数とは、性と生殖に関する健康、エンパ

ワーメント、労働市場への参加という 3 つの側面からみた達成度の男女間の不平等を映し

出す指標である。25 
一方で、世界経済フォーラムが報告した「Global Gender Gap Report 2020」による

と、調査対象となった 153 か国の中で、日本は 121 位と 2019 年の報告における 110 位よ

り順位を下げ、過去最低の順位であった。ジェンダーギャップ指数とは、毎年世界経済フ

ォーラムが発表する、経済、教育、保健、政治の 4 つの分野における男女間の格差を点数

化して、評価が行われる指数である。23 経済分野においては、115 位と前年度よりわずか

に改善したものの依然として低い結果であった。上記に挙げた女性の労働参加率は 79 位

と高評価となりつつあるが、管理職比率の男女格差は 131 位と格差が大きく、改善の余地

があると考えられる。26  
ジェンダー不平等指数の順位は良い一方で、ジェンダーギャップ指数では格差が大きい

という結果であり、教育、健康、労働参加といった面においては日本における女性の活躍

が推進されつつある中で、政治や経済の面においては女性の活躍が推進されておらず、課

題が残る状況にあると考えられている。27 女性活躍に向けた取り組みが行われ始めてから

数十年経過しているが、日本社会におけるジェンダーギャップは依然として見られ、今後

も社会的に向き合っていく必要があると考えらえる。一億総活躍社会の推進とともに、働

き方改革も開始され、今後、性別、年齢にかかわらず、働きやすく、多様性のある社会が

作られていくことが望まれている。 
 
Ⅰ‐B．労働者のメンタルヘルス問題  
 （1） 労働者のメンタルヘルス問題の増加  
現在、日本におけるメンタルヘルス不調の増加が問題となっている。 
精神疾患の患者数は増加傾向にある。厚生労働省による患者調査によると、2002 年に

は 258 万人の患者数であったものが、2017 年には 419 万人と増加が報告されている。

内訳としてうつ病を含む気分障害は最も多く、近年において著しい増加が報告されてい

る。2002 年には 71.1 万人であったうつ病患者数は、2017 年には 127.6 万人となってい

る。28,29 また、年代別にみてみると、うつ病を含む気分障害の患者は、64.2％と半数以上

が 25 歳から 64 歳の労働者世代であり、産業分野におけるメンタルヘルスへの対策の重要

性が伺われる。28 
また、独立行政法人 労働政策研究・研修機構の調査によると、過去 3 年間の間に休職者

がいたことがある企業の割合は 52.0％と、半数以上を占めている。30 また、メンタルヘル

スを原因として休業した場合、再発が多く、病気休業を繰り返し取得する労働者が多いと報

告されており、30 メンタルヘルス問題の重大さも伺える。 
労働災害の面においても、精神障害等を原因とするものが増加傾向である。精神障害等を
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原因とする労働災害認定件数は増加しており、2000 年には 36 件であったが、2006 年には

205 件、2010 年には 308 件、2019 年には 509 件と増加している。うち未遂を含む自殺に

よる認定件数は 88 件であり労働者の自殺も依然として大きな問題である。31 
 
（２）メンタルヘルスによる社会的損失 
日本だけでなく、世界的にもうつ病は大きな広がりをみせている。疾病や障害による死

亡に、疾病や障害による健康上の負担を加えた健康指標である障害調整生存年数

（Disability-Adjusted Life Year：DALY）に関しては、世界保健機関（World Health 
Organization：WHO）による世界の疾病負荷に関する報告書において、呼吸器疾患、消

化器疾患についで、うつ病は第 3 位を占めるほど、世界的に健康損失の観点から対策を急

がれる疾患である。32 2017 年に WHO が世界保健デーに発表したテーマも「うつ病」で

あり 33、予防、診断、治療といった対策の重要性が叫ばれている。 
 

プレゼンティーイズム 
厚生労働省のコラボヘルスガイドラインによると、プレゼンティーイズムとは、「従業

員が職場に出勤はしているものの、何らかの健康問題によって、業務の能率が落ちている

状況」とされており、34 近年、社会的に問題になっている概念である。 
米国におけるプレゼンティーイズムを含む社会的損失を調査した研究によると、医療

費・薬剤費による健康関連コストは、わずか 24％を占める程度であった。35 病欠や病気

休業にあたるアブセンティーイズムによる健康関連コストも 6％のみであり、健康関連コ

ストの大部分は、63%にも及ぶプレゼンティーイズムが占めると報告されている。また、

日本における調査でも同様の結果が報告されており、中でも健康関連コストが高い疾患と

して、メンタルヘルス疾患が挙げられていた 36。直接的な損失ではないものの、プレゼン

ティーイズムの労働者がいることで、企業に損失があると考えられている。34 先行研究で

は、38％の労働者がプレゼンティーイズムの影響を受けたと報告されており、37 プレゼン

ティーイズムが労働者、また企業に及ぼす影響は大きいと考えられる。 
 

社会的損失に関する研究 
うつ病を含む精神疾患による社会的損失について、労働損失を加えた健康関連コストを

推計しようとする研究が多数行われている。日本における研究では、うつ病による社会的

損失費用は、約 2 兆円と報告されている。アブセンティーイズムやプレゼンティーイズム

による労働損失はおよそ半分を占める 9,200 億円とされており、労働損失費用の重要性が

示されている。38 別の研究では、社会的損失は約 1.2 兆円であり、そのうち、63％程度を

占める 7,500 億円が労働損失によるものであると報告されており、39 労働損失は社会的損

失の中の大部分を占めることが分かる。また、国立社会保障・人口問題研究所の報告で

は、自殺やうつ病が引き起こす社会損失は 2 兆 7 億円と推計されている。40 
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（３）労働者のメンタルヘルス問題に関する取り組み 
近年、こうした社会的損失に関する研究が進む中、日本においても、産業分野におい

て、うつ病に対する対策が取り組まれている。2003 年には厚生労働省による第 10 次労働

災害防止計画の中でメンタルヘルス対策への取り組みについても明記された。41 その後、

2018 年に制定された第 13 次労働災害防止計画でも、職場に事業場外資源を含めた相談先

がある労働者の割合を 90％以上にすること、メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場

の割合を 80％以上にすること、ストレスチェック結果を集団分析し、その結果を活用した

事業場の割合を 60％以上にすること等が掲げられ、メンタルヘルス対策の重要性が伺え

る。42 また、2015 年からは労働安全衛生法の改正により、50 人以上の事業所に対してス

トレスチェック制度の実施が義務付けられた。ストレスチェック制度を導入することで、

労働者が自身のストレスの状態を知ることで、適切にストレスに対処し、会社側も仕事の

軽減等の職場環境の改善を行うことで、メンタルヘルス不調を未然に防止することを目的

としている。同じく 2015 年に改訂された厚生労働省による「労働者の心の健康の保持増

進のための指針」43内で提唱された「4 つのメンタルヘルスケア」も産業分野において、

浸透しつつある。44 
 
健康経営  
それと同時に、健康経営という言葉が使われるようになっている。経済産業省による

と、「健康経営」とは、「従業員等の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に実践するこ

と」と定義されている。45 企業が、労働者の健康増進を心がけ、取り組みを行うことが、

労働者の健康が促進されるだけでなく、企業の生産性にも結び付くと考え、健康管理を積

極的に行うことが推奨されている。45 超少子高齢社会、人口減少社会の問題を抱える日本

においては、労働者 1 人 1 人が企業にとって重要な財産であり、労働者の健康を積極的に

管理し、作り上げていくことが、企業の発展にもつながると考えられている。34 また、健

康経営の推進により、企業の生産性や業績が向上しているといった研究も報告されてい

る。46,47  
 
Ⅰ－C 女性労働者のメンタルヘルスに関する調査研究 
（１）女性のメンタルヘルス  
厚生労働省のうつ対策推進方策マニュアルでは女性は男性の２倍程度、うつ病になりや

すいと報告されている。48また、アメリカ国立衛生研究所の報告や、49 ヨーロッパ諸国に

おける先行研究においても、うつ病は女性に多いと報告されている。50 2017 年には WHO
より、うつ病その他一般的精神障害の世界推計が発表され、その中でも、女性のうつ病有

病率は男性より高いと報告されている。51 産業分野における女性の参加率が上がりつつあ

ることを考えると、女性のうつ病は、将来的に大きな疾病負担となると考えられる。 
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また、最近では、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）によるメンタルヘルスの危

機回避が重要であるとする報告書が WHO より提出された。52 COVID-19 の流行により、

世界の様々な国で、うつ病が増加していると報告されている。イギリスで行われた調査で

は、COVID-19 流行前と比べ、心理的苦痛を感じている人の割合は大幅に増加し、特に女

性に対する予防的対策が必要といった報告も挙げられている。53 WHO による報告書に

は、メンタルヘルス危機のある因子として、医療従事者と並んで、女性も挙げられてい

る。52 女性は社会環境によるメンタルヘルスへの影響が大きく、環境の変化によりうつ病

のリスクが高まると考えられる。 
 
（２）女性のメンタルヘルス問題の要因 
女性にうつ病が多い要因として、生物学的要因、心理学的要因、社会学的要因から考察

された先行研究が報告されている。 
 

生物学的要因   
男性と異なり、性ホルモンの変動を生涯に渡り経験し、性ホルモンの変化に伴い、抑う

つ症状を来たすなどメンタルヘルスへの影響が大きいと報告されている。54 また、性ホル

モンの影響を受ける、思春期、産褥期、更年期に女性のうつ病が多いと言われている。

54,55 
更年期に発症するうつ病では、性ホルモンであるエストロゲンの低下が関与している可

能性が指摘されている。うつ病の発症機序に関連する神経伝達物質の作用機序に、エスト

ロゲンが影響を及ぼす可能性や、56 エストロゲン低下により気分の変化や睡眠障害等のう

つ病に関連した症状を引き起こす可能性が示唆されている。57,58 
また、性成熟期の月経前には、性ホルモンであるエストロゲンの低下、黄体ホルモンの

分泌といった性ホルモンレベルの変化が生じる。59この時期は月経前症候群や月経前不快

気分障害が見られることが報告されている。54 産婦人科診療ガイドラインによると、月経

前症候群は月経前にみられる精神的あるいは身体的症状とされており、月経発来後に症状

が減弱または消失とされている。60 月経前症候群のうち、精神症状が主体で強く、著しい

抑うつ気分、絶望感といった精神症状が含まれる診断基準を満たした場合、月経前気分不

快障害とされる。60 また、2013 年に発表された米国精神医学会による精神障害の診断お

よび統計マニュアル第 5 版においては、月経前気分不快障害も気分障害としての分類に追

加されている。60 発症機序はまだ解明されていないものの、性ホルモンの変化に伴う症状

の１つとして、研究が続けられている。54,55,61  
 
心理学的要因 
否定的な自己概念はうつ病と関連する可能性が指摘されているが、女性は男性よりも否

定的な自己概念を示す傾向があると先行研究で報告されている。62 男性と比較した際、女
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性は、慢性的な緊張を生じやすく、ストレスイベントに対し繰り返し考える傾向があるた

め、うつ病を来たしやすいという報告も挙げられている。63 また、同じストレスイベント

に対しても、女性の方がより高くストレスを受けやすいと言われている。64 
 

社会学的要因  
女性のうつ病に影響を与えうる社会学的要因は様々あると考えられ、先行研究で数多く

報告されている。家庭環境から受ける影響として、夫婦間の関係が女性の抑うつと関連す

るといったことが指摘されている。65 また、女性の抑うつは、結婚生活に対する満足度か

ら影響を受ける可能性があることを指摘する先行研究が日本、また海外においても報告さ

れている。66,67 男女共同参画が進んだ社会においては、既婚であることはメンタルヘルス

へ良好な影響を与えるものの、日本においては雇用形態や業務量が女性のメンタルヘルス

に与える影響が大きいという報告も挙げられている。68 女性労働者では、仕事関連のスト

レスが影響し、家庭内のストレスや抑うつにつながるとするも報告あり、69 また、子ども

がいる労働者において、男性労働者と比較し、女性労働者は、家庭と職場における身体

的、精神的な負担が大きいとする先行研究も報告されている。70 
労働者のメンタルヘルスへ影響を与える家事時間、育児時間といった家庭内の労働負担

は、男性の負担も増えつつあるものの、女性の負担が多い状況が続いている。12 共働き世

帯の職場での労働負担と家庭での労働負担を調べた研究でも、女性労働者が家庭での労働

の主担当となり、女性労働者の家庭での負担が大きいことが示唆されている。71 また、

「仕事役割と家庭役割とが相互にぶつかり合うことから発生する葛藤」としてワーク・フ

ァミリー・コンフリクトという概念が提唱されている。72 ワーク・ファミリー・コンフリ

クトと抑うつの関連も報告されている。73,74  
 
また、心理社会学的要因、生理学的要因がともに重なる影響も考えられる。特に中年女

性においては、家庭内における社会的心理学的な役割が多い上に、自身の閉経といった生

理学要因も生じ、うつ病の予防的観点からも重要と考えられている。55 女性労働者であれ

ば、職場における責任も増える時期であり、さらなる対策が必要だと考えらえる。 
  
（３）女性のメンタルヘルス問題に関する取り組み 
先に挙げた健康経営の評価項目の１つに、女性の健康保持・増進に向けた取り組みが含

まれている。75 女性労働者の占める割合が高まりつつある中で、健康経営として、労働者

の健康をより高めていくためには、女性労働者の健康についても重点的に取り組んでいく

必要があると報告されている。76 女性特有の症状である月経随伴症状による社会的経済的

負担は 6,800 億円にも及ぶが、労働損失は、その内の約 7 割にあたる 4,900 億円と言われ

ている。76 「疾患・症状が仕事の生産性等に与える影響に関する調査」によると、メンタ

ル不調、心臓の不調に続き、月経不順・月経前症候群等による不調が挙げられている。76  
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先に記載したように、女性は月経に関連した性ホルモンの変化から、精神症状を来たすこ

とがあると考えると、月経の関連の有無にかかわらずメンタルヘルスに関する不調が女性

労働者の生産性に、大きく影響を与えていることが伺える。女性労働者のメンタルヘルス

不調への対策を講じることで、月経随伴症状のような女性労働者に特有の症状にも対応で

き、女性労働者の心身の不調が軽減され、労働損失が低下し、企業の生産性の向上にもつ

ながると考えられる。 
 
上記のように、女性特有の健康問題に対する取り組みも始まりつつあるが、現時点で

は、正規雇用労働者に対する長時間労働が蔓延していることや、男性労働者の育児休業取

得率の低さから、労働者に対する対策は男女共同参画が進んでいるとは言い難い。77 女性

労働者が働き続けていく上で、メンタルヘルス問題を含め、女性労働者に合わせたさらな

る対策を継続していくことが必要と考えられる。 
 
Ⅰ－D  女性管理職の健康とキャリアに対する姿勢に関する調査研究 
（１）管理職の健康状態 
管理職は健康状態が悪いとする先行研究が報告されている。男性労働者を対象とした研

究によると、働き方改革など社会的情勢の影響で、非管理職の残業時間は軽減されたもの

の、管理職の業務負荷は増えているとされている。78 ある縦断研究では、業務負荷の増加

とストレスの多い業務環境は、管理職の健康に悪影響を及ぼすと報告されている。79 女性

労働者を対象とした研究では、女性管理職は、男性管理職と比較し、職業性ストレスと精

神的ストレスが高いレベルにあり、80 女性管理職は女性非管理職と比較し、メンタルヘル

スが不良だとする報告もある。81,82 また、精神的ストレスや職業性ストレスは突然死の発

症と関連があり、83 労働者の将来のうつ病のリスク因子となる不眠との関連も指摘されて

いる。84 また、海外でも女性管理職の健康が危惧され、女性管理職の健康やストレスに関

する研究が報告されている。スウェーデンの研究では、また、女性管理職は、男性管理職

と比較して、職場においても家庭においても高いストレスを受けていると報告されてい

る。85 アメリカにおける研究では、女性管理職は、女性であることで偏見を受け、女性管

理職になることが難しいだけでなく、リーダーとして成功することも難しいと報告してい

る。86  
一方で、スペインの研究では、女性労働者では健康と職位の関連はないものの、男性に

おいては、管理職と健康状態が良好であることの関連を認めている 87。日本における先行

研究でも、管理職であることと精神疾患による病気休業日数に関連がないとされ、88 看護

職を対象とした調査では、管理職はバーンアウト傾向が低いことが報告されている。89 ま
た、女性労働者を対象とした研究では、管理職は非管理職と比較し、仕事満足度が高いと

されている。90 
女性管理職は非管理職と比較し、メンタルヘルスが不良であるという報告がある一方、
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女性管理職の方が非管理職より仕事満足度が高いという報告もあり、議論に決着がついて

いない。 
 
（２）管理職への昇進の希望 
管理職への昇進の希望に関して、男女で差があるとされている。2009 年度の東京都男女

雇用平等参画状況調査によると、管理職になる機会があった場合、男性労働者において

は、引き受ける割合が 41.6%であったものの、引き受ける女性労働者 11.2%のみに留ま

り、91 管理職への昇進を望まない女性が多いことが推察される。女性労働者が、管理職へ

の昇進を引き受けると答えなかった理由としては、半数以上が、自身の能力不足や自信の

なさが原因と回答しており、91 多くの女性労働者が管理職となるための能力が備わってい

ないと感じていると考えられた。男性労働者においては、自身の能力不足を懸念する回答

者は、34.0％に留まっていた。91 女性管理職が少ない要因として、女性労働者は管理職へ

昇進するための教育や指導、経験を十分に受けていない、と会社側の問題点を指摘する先

行研究もあり、92 会社側にも女性労働者に対する意識改革が必要だと考えられる。また、

管理職昇進に際して、仕事と家庭の両立に懸念を感じている男性労働者が 6.0%であったこ

とに対し、女性労働者では 37.9%であり、91 家庭における女性労働者の負担が多いことが

伺われ、家庭における負担が女性労働者の昇進の妨げの一因になっていることが推察され

る。別の女性労働者を対象とした調査でも、管理職への昇進を望まない女性は 49.1%と報

告されており、仕事上の責任が増加することへの懸念や、仕事と家庭の両立への不安が理

由として多く挙げられていた。93 
管理職になることへの不安が大きい女性労働者が多い中で、社会的には女性管理職を増

やしていく方向へ進みつつある。そのような社会の中で、増えつつある女性管理職に対す

るメンタルヘルスケアを行っていくことが急務と考えられる。 
 
（３）産業別にみた女性管理職の割合 

2018 年の厚生労働省の発表の中で、産業ごとの管理職に占める女性労働者の割合の平均

値が報告されている。94 それによると、課長級以上の女性の割合は医療・福祉業では

43.4%、教育・学習支援業では 20.0％、生活関連サービス業・娯楽業では 10.4％、宿泊

業・飲食サービス業では 9.9%、学術研究・専門技術サービス業では 6.8％であった。女性

管理職比率は産業によって大きく異なり、女性管理職のおかれている立場も産業ごとに異

なることが推測される。 
 
学術研究・専門技術サービス業における女性管理職 
学術研究・専門技術サービス業では、女性管理職が占める割合は 6.8％94と、女性管理

職比率が少ない職場環境と言える。さらに研究者にしぼった場合、女性管理職のみなら

ず、女性研究者が少ないことが問題となっている。日本における女性研究者の比率は、
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2000 年にはわずか 10.6%しか占めていなかったものの、徐々に増加傾向をみせており、

2013 年に 14.4%となったが、依然として少ない。95 日本における管理職にしめる女性の

割合が 30％といった目標がある中で、研究者全体の中で 30％に満たない女性研究者の割

合は、科学技術分野の中で重要課題として考えられている。95 
世界各国の女性研究者の割合は、アイスランド 45.6%に始まり、ポルトガル 44.3%、

スペイン 39.6%、米国 34.3%、スウェーデン 33.3%と報告されており、96 日本における

女性研究者の少なさが見て取れる。女性研究者が少ない理由として、「家庭と仕事の両立

が困難」（67.6%）、「職場環境」（42.1%）、「労働時間が長い」（32.5％）といった回答が女

性研究者から挙げられている。97  
また、学術研究・専門技術サービス業は他の産業と比較し、メンタルヘルス不調を原因

とした休職、退職が多いとする調査も報告されている。98 女性研究者を含む学術研究・専

門技術サービス業における職場性ストレスに関する調査を行うことで、女性研究者、学術

研究・専門技術サービス業における女性管理職のメンタルヘルス状態を考察することがで

きると考える。また、学術研究・専門技術サービス業の職場環境の問題点や同産業におけ

る女性管理職を増やす手がかりにつながると考えられる。 
 
教育・学習支援業における女性管理職 
教育・学習支援業では全職種の中で、2 番目に女性管理職比率が高い職種である。医

療・福祉分野では、女性労働者の占める割合が 76.9%と 7 割以上を占め、99 その他の職種

と比較し、女性労働者の割合が多いことより、女性管理職比率が高いことも伺える。 
産業別に見た中で、教育・学習支援業では、女性労働者の割合は 56.1％と他のサービス

業（宿泊業・飲食サービス業 64.2%、生活関連サービス業・娯楽業 61.1%）99と大きく変

わらない中で、女性管理職比率が比較的高い職場であると考えられる。内訳をみると、小

学校教員で管理職のうち女性が占める割合は 24.1％、中学校では 10.6％となっている。

100 小学校教員では、中学校教員より女性管理職比率が大幅に高いことが分かる。 
教員を対象とした調査では、精神疾患による休職者数が増加していると報告されている

101,102。1992 年に 0.11％であった、精神疾患による病気休職者の在職者に占める割合は、

2018 年には 0.57%と大幅な増加を示している。103 教員のメンタルヘルスの性差に着目し

た先行研究では、女性教員の方がストレスが高いと報告がされている。104,105 職場環境や

家庭との両立が原因とされており、104,105 女性管理職比率から見た女性活躍が推進されつ

つある一方で、女性教員のメンタルヘルス対策は依然として必要であると考えられる。 
しかしながら、女性教員の職位の違いによるメンタルヘルスを職業性ストレスの観点か

ら調査した研究は少ない。 
 
Ⅰ－E   本研究の目的 
これまでに示した文献的考察から、日本における男女格差は大きく、特に女性管理職登
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用に関しては、社会的課題であると考えられる。女性管理職は、業務負荷や家庭との両立

からストレスが高く、今後の日本社会にとって、職業性ストレスや家庭ストレスの観点か

らみた女性管理職のメンタルヘルス対策は重要な課題である。そして、女性管理職は非管

理職と比較し、メンタルヘルスが不良とする報告がある一方、女性管理職の方が非管理職

より仕事満足度が高いという報告もあり、議論に決着がついていない。また、産業ごとに

女性管理職比率が異なり、業種によって女性管理職の置かれる立場が異なると考えられ

る。そうした背景から、女性管理職のメンタルヘルス問題に対する産業ごとの調査が必要

であると考えられるが、国内の女性管理職のメンタルヘルスに着目した疫学研究は少な

い。そこで、以下の点を検討することを本研究の目的とした。 
 
（１）職業性ストレスが女性管理職・非管理職のメンタルヘルスへ与える影響  

－筑波研究学園都市における横断研究－  
 2017 年に行われた筑波研究学園都市における横断研究のデータを用いて、女性管理職・

非管理職のメンタルヘルスに注目し、調査を行った。女性管理職、また女性労働者の少なさ

や、労働者のメンタルヘルス不調が問題となっている学術研究・専門技術サービス業におけ

る、女性管理職のメンタルヘルスに影響を与える因子について、男性との比較、職位による

違いを検討することを目的とした。 
 
（２） 教員における女性管理職のメンタルヘルスに関する研究 
    －小学校と中学校の比較－ 

2016 年に行われた文部科学省 教員調査のデータを用いて、教育・学習支援業における

女性管理職のメンタルヘルスに注目し、調査を行った。同じ業種でありながら、女性管理職

比率が異なる小学校と中学校での女性労働者の心理的苦痛の特徴を明らかにすることを目

的とした。 
 

（３）労働環境及び家庭環境が女性管理職のメンタルヘルスに与える影響 
－研究機関における横断研究－  

 2020 年に行われた国立研究開発法人の女性労働者を対象とした研究のデータを用いて、

女性労働者のメンタルヘルスへ影響を及ぼす労働環境及び家庭環境から受けるストレスを

調査した。仕事と家庭の両立に対する葛藤であるワーク・ファミリー・コンフリクトが女性

労働者のメンタルヘルスへ与える影響を検討することを目的とした。 
 
上記の調査研究により、女性管理職のメンタルヘルスと関連のある職業性ストレスとワ

ーク・ファミリー・コンフリクトの観点から、異なる産業における女性管理職のストレス構

造の違いを明らかにすることにより、女性管理職のメンタルヘルスの向上や、女性労働者の

職場環境の改善、女性の活躍推進への貢献に寄与できると考えられる。 



13 

 
 
 
 

第Ⅱ章 
 

職業性ストレスが女性管理職・非管理職の

メンタルヘルスへ与える影響  
－筑波研究学園都市における横断研究－
Shiraki N, et al. (2020). Differences in psychological distress between 

managers and non-managers in female workers: A cross-sectional study in 
Tsukuba Science City, Japan.  

Nagoya Journal of Medical Science. Accepted 24 June 2020.  



14 

第Ⅱ章 職業性ストレスが女性管理職・非管理職の 

メンタルヘルスへ与える影響  

－筑波研究学園都市における横断研究－ 

Ⅱ-A 目的 
 第Ⅰ章で述べたように、管理職のメンタルヘルスは解決すべき喫緊の課題である。ま

た、女性管理職は、男性管理職と比較し、職場におけるストレスをより強く感じる傾向が

あり、メンタルヘルスが危惧されるという報告もある。また、学術研究・専門技術サービ

ス業は、メンタルヘルス不調を原因とした休職、退職が多いと報告されている。しかしな

がら、日本における女性管理職を対象としたメンタルヘルスに関する研究報告は少なく、

管理職になると増加傾向にある職業性ストレスの観点から調査されているものは少ない。

学術研究・専門技術サービス業における女性管理職のメンタルヘルスに影響を与える職業

性ストレスの特徴を調査することで、メンタルヘルス対策の一助になると考えられる。 
そこで、2017 年の筑波研究学園都市交流協議会の調査データを用いて、女性管理職・非

管理職の心理的苦痛に影響を与える因子の差異を調査した。 
 
Ⅱ-B 方法 
（1） 研究対象 

本研究では、筑波研究学園都市交流協議会が 2017 年 2 月に実施した生活環境・職場ス

トレス調査のデータを使用した。筑波研究学園都市交流協議会は茨城県つくば市にある 89
の研究機関、大学、教育機関、地方自治体、民間企業等からなるネットワークである。つ

くば市は世界でも有数の研究学園都市であり、多くの研究者が在住している地方都市であ

る。今回の調査では、筑波研究学園都市交流協議会所属の 19,481 名の労働者を対象に、

インターネットによる自記式・匿名の横断調査を行った。19,481 名の対象労働者のうち、

7,255 名が回答した（回答率 37.2%）。解析対象を 20 歳～64 歳の常勤職員とし、回答者の

内、65 歳以上の労働者、非常勤職員と派遣職員、調査項目に欠損がある者を除外した、

5,658 名を解析した。 
 
（2） 質問項目 
質問紙の構成は、基本属性の他、職業性ストレスに関する質問項目、心理的苦痛に関す

る質問項目とした。 
基本属性として、職位を管理職・非管理職の 2 群とした。質問は「管理的な立場にある

かどうか」に対し、はい、いいえの二択とした。今回の調査では、自身で管理的な立場に

あると考える労働者を管理職と定義した。その他、年齢、性別、婚姻状況（未婚、既婚、



15 

離死別）、子どもの有無、両親の同居、職種（学術・研究職、事務職、技術職、その他）、

世帯収入、雇用形態（常勤職員（任期なし）、常勤職員（任期付き）、非常勤職員、派遣職

員）、運動習慣について聴取した。 
職業性ストレスに関しては、錦戸らにより作成された職業性ストレス簡易調査表（the 

Brief Scales for Job Stress）を用いた。106 ストレス増強因子 10 項目、ストレス緩和因子

10 項目、計 20 項目からなる質問紙である。ストレス増強因子、量的負荷、質的負荷、対

人関係の困難の 3 つ、ストレス緩和因子は、裁量度、達成感、同僚・上司からの支援の 3
つの下位項目からなる。それぞれの質問に対し、1～4 点で評価し、高い点数ほどストレス

やストレス緩和要因が高いと判断する。様々な先行研究で用いられており、信頼性や妥当

性が検証されている。107,108 
心理的苦痛に関しては、Kessler らが開発し、世界的に広く用いられている Kessler の

心理的苦痛測定指標（K6）を用いた。108,109 気分障害・不安障害のスクリーニングや重症

度評価として用いられている。6 つの質問項目から構成されており、合計点は 0～24 点と

なっている。13 点以上で重症の精神疾患が疑われ、5 点以上で心理的苦痛があると判断さ

れる。今回は K6 が 5 点以上を心理的苦痛ありと定義した。109 
  
（3） 統計解析 
労働者の年齢、職位、職種などの基本属性を Pearson のカイ二乗検定を用いて比較した。

次に、t 検定を行い、職位ごとに、職業性ストレスと心理的苦痛の平均値の男女差を検討

した。その後、心理的苦痛ありを従属変数とした二項ロジスティック回帰分析を行い、職

位と心理的苦痛の関連について検討した。また、管理職・非管理職の 2 群に分け、心理的

苦痛ありを従属変数、基本属性と職業性ストレスの下位項目を独立変数とした二項ロジ

スティック回帰分析を行い、職業性ストレスが心理的苦痛に与える影響を調査した。年齢

や婚姻状況、子どもの有無、同居家族や世帯収入は、抑うつやバーンアウト等のメンタル

ヘルスとの関連が指摘されているため、68,70,110 解析に加えた。また、先行研究から職種

や雇用形態、運動習慣もメンタルヘルスとの関連が指摘されていることから、111-112 解析

に加え、影響を考慮した。最後に、女性労働者における職種ごとの職業性ストレスの差を、

Kruskal-Wallis 検定を用いて解析した。学術・研究職、事務職、技術職という職種間の差

に着目したため、その他の職種を除外した。 
解析には Windows 版 SPSS Ver.25.0 を用いた。有意水準は両側 5%とした。 

  
（4） 倫理的配慮 
本研究の実施に際し、目的とデータの利用、管理についてホームページ上で説明した。

個人情報は匿名化し、得られたデータは研究目的のみ利用することとした。本研究は筑波

大学医の倫理委員会（承認番号 1374）に承認された。 
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Ⅱ-C 結果  
（１）基本属性 
解析対象とした常勤労働者 5,658 名の内訳は、男性管理職 1,319 名、男性非管理職

2,796 名、女性管理職 168 名、非管理職 1,375 名だった。管理職の男女比率は、男性

88.7%、女性 11.3%であった。職種別に見ると、管理職の学術・研究者は男性 667 名

（65.9%）、女性 78 名（46.4％）であった。その他の基本属性は表Ⅱ-1、表Ⅱ-2 に示す。 
 

（２）職位ごとの職業性ストレスと心理的苦痛の男女比較 
管理職では、男性と女性において、いずれの項目においても有意な差は認めなかった。

非管理職では、女性労働者は男性と比較し、職業性ストレスでは量的負荷（p < .01）、質

的負荷（p < .01）、裁量度（p < .01）、達成感（p < .01）が有意に低く、同僚・上司の支援

（p < .01）が有意に高かった。心理的苦痛は女性非管理職の方が有意に高かった（p 
< .01）（表Ⅱ-3）。 
 
（３）職位と心理的苦痛の関連 
心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析の結果を表Ⅱ-4、表Ⅱ-5

に示す。男性労働者では、職位と心理的苦痛の有意な関連は認められなかった（OR = 
1.01; 95% CI = 0.85-1.20）。質的負荷、対人関係の困難と心理的苦痛の高さ、また達成

感、子どもがいること、世帯収入と心理的苦痛の低さとの関連を認めた（いずれも p 
< .01）。女性労働者においては、管理職であることと心理的苦痛の低さとの関連を認めた

（OR = 0.67; 95% CI = 0.46-0.99）。その他、質的負荷、対人関係の困難と心理的苦痛の高

さ、また達成感、同僚・上司の支援、学術・研究職、世帯収入と心理的苦痛の低さとの関

連を認めた（いずれも p < .05）。また、年齢 35 歳以上で層化した解析でも、同様の結果で

あった。 
 
（４）職位別にみた職業性ストレスが心理的苦痛に与える影響 
職位ごとの心理的苦痛に影響を与える因子の特徴を調べるため、心理的苦痛ありを目的

変数とした二項ロジスティック回帰を行った。男性管理職では量的負荷（OR = 1.23; 95% 
CI = 1.00-1.50）、質的負荷（OR = 2.02; 95% CI = 1.61-2.53）、対人関係の困難（OR = 
1.76; 95% CI = 1.43-2.16）と心理的苦痛との正の関連、達成感（OR = 0.47; 95% CI = 
0.37-0.60）と心理的苦痛との負の関連を認めた。男性非管理職では質的負荷（OR = 1.95; 
95% CI = 1.69-2.25）、対人関係の困難（OR = 1.77; 95% CI = 1.56-2.01）、任期なしの雇

用形態（OR = 1.28; 95% CI = 1.02-1.60）で正の関連、達成感（OR = 0.59; 95% CI = 
0.52-0.68）、同僚・上司からの支援（OR = 0.85; 95% CI = 0.72-0.99）、子どもがいること

（OR = 0.66; 95% CI = 0.52-0.85）、世帯収入（p < .01）で負の関連を認めた。（表Ⅱ-6）
女性管理職では対人関係の困難（OR = 2.73; 95% CI = 1.29-5.79）と心理的苦痛との正の
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関連、学術・研究職（OR = 0.27; 95% CI = 0.08-0.94）と心理的苦痛との負の関連を認め

た。女性非管理職では質的負荷（OR = 1.95; 95% CI = 1.59-2.40）、対人関係の困難（OR 
= 1.42; 95% CI = 1.20-1.67）で正の関連、達成感（OR = 0.68; 95% CI = 0.57-0.81）、同

僚・上司からの支援（OR = 0.78; 95% CI = 0.63-0.96）、世帯収入（p < .01）で負の関連

を認めた。（表Ⅱ-7） 
 

（５）女性労働者における職種による職業性ストレスの比較 
女性管理職においては、学術・研究職は量的負荷が事務職や技術職の労働者と比較し高

かったものの（p < .01）、裁量度や達成感も高かった（p < .01）。非管理職においても、学

術・研究職の量的負荷、質的負荷、裁量度また達成感が事務職や技術職の労働者と比較

し、高いという結果だった（p < .01）。（表Ⅱ-8）  
 
Ⅱ-D 考察 
本研究は女性労働者における職位による心理的苦痛の差異、また職業性ストレスが心理

的ストレスに与える因子の違いについて調査したものである。 
女性管理職は男性管理職と比較し、職業性ストレスに有意な差を認めなかった。男性労

働者を対象とした先行研究では、管理職は長時間労働による量的負荷と交渉能力やマネジ

メント能力を求められることにより質的負荷が高くなると報告されている。113 ジェンダ

ーに関わらず、女性管理職にも、男性管理職と同様の長時間労働やスキルが必要とされ、

量的負荷、質的負荷は高くなると堀井らは報告している。8 女性管理職の職業性ストレス

が男性管理職と有意な差を認めなかった今回の結果と合致する。 
 
男性労働者との比較としては、女性労働者のみ管理職であることと心理的苦痛が低いこ

ととの関連を認めた。女性労働者は長時間労働と管理職昇進の関連を認め、長時間会社に

貢献することが評価につながるとも報告されている。114 また、女性管理職比率の低い産

業においては、女性労働者に対し、昇進に必要な育成を行っていないことが多いと報告さ

れており、13 昇進の機会の男女格差が大きいと考えられる。男女格差のある環境の中で

は、能力が高く、長時間労働といった高い業務負荷に適応できる女性のみが管理職に昇進

できる可能性が考えられた。 
また、男性においてのみ、子どもがいることと心理的苦痛の低さとの関連を認めた。子

どもがいる男性はいない男性と比較し、幸福度が高いという報告があるが、115 女性労働

者に関しては、育児負担が多く、子どもがいる場合幸福度が低くなると報告されている。

116 今回の調査では、家庭での負担の少ない男性が、子どもがいることで、心理的苦痛が

低かった可能性が示唆された。 
男性と女性の共通する点として、非管理職における収入の低さと心理的苦痛の関連が認

められた。先行研究では、社会的経済地位の低さとメンタルヘルス不調の関連が指摘され
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ている。117 そのため、非管理職は収入とメンタルヘルスの関連が強いと考えられ、今回

の結果でも影響が大きかったと考えられた。しかしながら、管理職の心理的苦痛へ影響を

与える因子としては、収入以外の、職業性ストレス等による影響がより強く示された。先

行研究からも、管理職のメンタルヘルス不調には、労働時間の長さや余暇時間の少なさと

の関連が指摘されており、118,79 収入以外の影響が強いと考えられた。 
 
女性管理職の心理的苦痛に影響を与える因子としては、対人関係の困難で正の関連が認

められた。先行研究でも、女性管理職は男性の部下が多いことから、部下との人間関係か

らストレスを感じやすいと指摘されている。119,120 また、女性の非管理職の心理的苦痛に

影響を与える因子としては、対人関係の困難と正の関連を認めた。女性における対人関係

の困難は、偏見を受け、差別的な対応を受けやすいといった個人要因ではない、環境要因

からも影響も指摘されている。86,119 女性管理職のメンタルヘルスの改善には、個人の対

人スキルの向上以外にも、職場における男女格差、差別、偏見をなくしていくことも重要

だと考えられた。 
また、女性非管理職は達成感と上司・同僚の支援と心理的苦痛との負の関連を認めた。

女性非管理職の心理的苦痛は女性管理職を上回るものであり、軽減していく必要があると

考えられる。今回の調査結果からは、達成感との関連が示されたが、女性非管理職は男性

と比較し達成感が低く、そのため心理的苦痛が高くなっている可能性が示唆された。ある

先行研究では、社会における女性の活躍を推進することや、家庭と仕事の両立支援を行う

ことで、女性非管理職は達成感を得ることができるとされていた。121 また、女性管理職

比率の低い産業では、女性労働者は、達成感を得られる経験を与えられる機会が少ないと

報告されており、13,92 女性は達成感を得難いという男女格差の影響があると考えられた。 
 

Ⅱ-E 研究の限界 
本研究は、既存のデータセットを用いたことにより、女性労働者のメンタルヘルスに特

有の因子に関する調査が十分に行えなかった。家庭における家事や育児の時間や負担の多

さ等は検討できておらず、女性労働者の心理的苦痛に関わる全ての因子について考慮でき

ていない。また、横断調査であり、心理的苦痛と職位との因果関係については評価できな

いことが考えられた。本調査では回答率が低く、無回答バイアスや選択バイアスが結果に

影響している可能性が考えられた。今後は研究デザインや回答方法を工夫していく必要が

あると考えられる。また、今回の研究対象は研究学園都市の労働者であり、学術・研究職

が多く、結果を労働者全体に一般化することは不適当であると考えられる。さらに、女性

管理職比率が低く、女性管理職数が少ないため、生存者バイアスも考慮する必要があると

考えられる。今後の調査においては、対象の一般化も検討していく必要がある。今後の調

査においては、女性労働者の心理的苦痛をより評価できるような仮説の構築と実証が課題

となると考えられた。 
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Ⅱ-F 結論 

学術研究・専門技術サービス業における労働者を対象とした横断調査を行った。本研究

により、女性管理職のメンタルヘルスは男女格差に関連した職業性ストレスから影響を受

ける可能性が考えられた。女性管理職は対人関係の困難と心理的苦痛の関連が示され、職

場における差別や偏見による影響が示唆された。女性管理職のメンタルヘルスの改善に

は、個人の対人スキルの向上以外にも、職場における男女格差の解消が重要だと考えられ

た。 
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教員における女性管理職の 
メンタルヘルスに関する検討 
－小学校と中学校の比較－ 
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第Ⅲ章 教員における女性管理職のメンタルヘルスに関する研究 

－小学校と中学校の比較－ 

Ⅲ-A 目的 
 第Ⅰ章で述べたように、日本における女性管理職は少なく、女性活躍推進の一環とし

て、指導的地位にある女性の増加が目標とされている。そのような社会環境の中で、教

育・学習支援業における女性管理職比率は高いと報告され、女性活躍推進が比較的進んで

いると考えられる。しかしながら、学校教員の女性管理職比率は、小学校では 24.1%、中

学校では 10.6%と同じ職種でありながら大きな乖離がある。また、女性教員のストレスの

高さが報告されており、女性活躍推進が進んでいく過程の中で、女性管理職のメンタルヘ

ルス対策は課題となっている。しかしながら、日本における教員を対象としたメンタルヘ

ルスに関する研究報告はあるものの、女性管理職の職業性ストレスの観点から調査されて

いるものは少ない。女性管理職比率が異なる小学校と中学校で女性労働者のメンタルヘル

スに与える因子の違いを調査、検討することで、女性教員のメンタルヘルスを保持、向上

していくための一助になると考えられる。 
そこで、2016 年の文部科学省の教員調査データを用いて、教育・学習支援業の女性管理

職の心理的苦痛に影響を与える因子を調査した。 
 
Ⅲ-B 方法 
（1） 研究対象 

本研究では、文部科学省が 2016 年 10～11 月に実施した公立小学校・中学校等教員勤務

実態調査研究のデータを使用した。確率比例抽出により選ばれた公立小学校 400 校・中学

校 400 校を対象とした。学校ごとに調査票を送付し、対象となる教員にアンケートを配布

し、質問紙による自記式・匿名の横断調査を行った。小学校教員 8,951 名、中学校教員

10,687 名の回答を得た。解析対象を 22 歳～60 歳の正規任用教員とし、回答者の内、61
歳以上の教員、講師、養護教諭、栄養教諭、再任用と臨時任用教員、調査項目に欠損があ

る者を除外した、小学校教員 5,368 名、中学校教員 6,205 名を解析した。 
 

（2） 質問項目 
質問紙の構成は、基本属性の他、子どもがいることへの配慮の有無、職業性ストレスに

関する質問項目、心理的苦痛に関する質問項目とした。 
基本属性として、職名（校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、講師、養護教

諭、栄養教諭、その他）を聴取した。国立教育政策研究所による定義に基づき、122 校
長、副校長、教頭を管理職とし、主幹教諭、指導教諭、教諭を非管理職とした、2 群に分

けた。その他、年齢、性別、子どもの有無、学校種（小学校、中学校）、雇用形態（正規
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任用、再任用、臨時任用）、通勤時間について聴取した。 
職業性ストレスに関しては、錦戸らにより作成された職業性ストレス簡易調査表（the 

Brief Scales for Job Stress）を用いた。106 ストレス増強因子 10 項目、ストレス緩和因子

10 項目、計 20 項目からなる質問紙である。ストレス増強因子、量的負荷、質的負荷、対

人関係の困難の 3 つ、ストレス緩和因子は、裁量度、達成感、同僚・上司からの支援の 3
つの下位項目からなる。それぞれの質問に対し、1～4 点で評価し、高い点数ほどストレス

やストレス緩和要因が高いと判断する。様々な先行研究で用いられており、信頼性や妥当

性が検証されている。107,108 また、土日勤務の有無も聴取した。 
心理的苦痛に関しては、Kessler らが開発し、世界的に広く用いられている Kessler の

心理的苦痛測定指標（K6）を用いた。108,109 気分障害・不安障害のスクリーニングや重症

度評価として用いられている。6 つの質問項目から構成されており、合計点は 0～24 点と

なっている。13 点以上で重症の精神疾患が疑われ、5 点以上で心理的苦痛があると判断さ

れる。今回は K6 が 5 点以上を心理的苦痛ありと定義した。109 
  
（3） 統計解析 
すべての解析は学校種ごとに行った。教員の年齢、職位、子どもの有無などの基本属性を

Pearson のカイ二乗検定を用いて比較した。次に、t 検定を行い、職業性ストレスと心理的

苦痛の職位による平均値の差を検討した。また、心理的苦痛ありを従属変数とした二項ロジ

スティック回帰分析を行い、職位と心理的苦痛の関連について検討した。その後、管理職・

非管理職の 2 群に分け、心理的苦痛ありを従属変数、基本属性と職業性ストレスの下位項

目を独立変数とした二項ロジスティック回帰分析を行い、職業性ストレスが心理的苦痛に

与える影響を調査した。年齢や子どもの有無は、抑うつやバーンアウト等のメンタルヘルス

との関連が指摘されているため、68,70,110 変数として解析に加えた。また、先行研究から勤

務時間の長さや通勤時間とメンタルヘルスとの関連が指摘されていることから、123,118土日

勤務の有無と通勤時間も変数として解析に加えた。解析には Windows 版 SPSS Ver.25.0 を

用いた。有意水準は両側 5%とした。 
  
（4） 倫理的配慮 
倫理的な配慮に関しては、調査票の冒頭に、調査の趣旨、匿名の調査であり回答者のプ

ライバシーに配慮すること、成果の公表に関する情報が調査票について明記した。本研究

は筑波大学医の倫理委員会（承認番号 1352）に承認された。 
 
Ⅲ-C 結果  
（１）小学校教員の基本属性 
解析対象とした正規任用小学校教員 5,368 名のうち、男性管理職は 454 名、男性非管理

職は 1,813 名であった。女性管理職は 139 名、女性非管理職は 2,962 名であった。管理職
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の男女比率は、男性 76.6％、女性 23.4％であった。その他の基本属性は表Ⅲ-1、表Ⅲ-2 に

示す。 
 

（２）小学校教員における管理職と非管理職の職業性ストレスと心理的苦痛の比較 
小学校男性教員においては、管理職は非管理職と比較し、職業性ストレスでは量的負荷

（p < .01）、質的負荷（p < 0.05）、対人関係の困難（p < .01）が有意に低く、裁量度（p 
< .01）、達成感（p < .01）が有意に高かった。心理的苦痛は管理職の方が有意に低かった

（p < .01）。小学校女性教員においては、管理職は非管理職と比較し、職業性ストレスで

は量的負荷（p < .01）、質的負荷（p < .04）が有意に低く、裁量度（p < .01）、達成感（p 
< .01）が有意に高かった。心理的苦痛は管理職の方が有意に低かった（p < .01）。（表Ⅲ-
3） 
 
（３）小学校教員における管理職と非管理職の心理的苦痛の比較 
心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析の結果を表Ⅲ-4、表Ⅲ-5

に示す。男性教員では、職位と心理的苦痛の有意な関連は認められなかった（OR = 0.84; 
95% CI = 0.62-1.13）。量的負荷、質的負荷、対人関係の困難と心理的苦痛の高さ、また裁

量度、達成感で心理的苦痛の低さとの関連を認めた（いずれも p < .01）。女性教員では、

職位のみを説明変数とした model 1、年齢を含む基本属性で調整した model 2 では、管理

職であることと心理的苦痛の低さの関連を示した（model 1  OR = 0.60; 95% CI = 0.43-
0.85, model 2  OR = 0.60; 95% CI = 0.42-0.86）。職業性ストレスを説明変数として加え

た model 3 では、職位と心理的苦痛の有意な関連は認められなかった（OR = 0.81; 95% 
CI = 0.53-1.22）。また、年齢 40 歳以上で層化した model 4 でも model 3 と同様の結果で

あった。その他、量的負荷、質的負荷、対人関係の困難と心理的苦痛の高さ、また裁量

度、達成感、年齢と心理的苦痛の低さとの関連を認めた（いずれも p < 0.05）。 
 
（４）小学校教員における職位別にみた職業性ストレスが心理的苦痛に与える影響 
職位ごとの心理的苦痛に影響を与える因子の特徴を調べるため、心理的苦痛ありを目的

変数とした二項ロジスティック回帰を行った。男性管理職では質的負荷（OR = 2.67; 95% 
CI = 1.71-4.18）対人関係の困難（OR = 1.85; 95% CI = 1.18-2.93）と心理的苦痛との正の

関連、達成感（OR = 0.33; 95% CI = 0.15-0.73）と心理的苦痛との負の関連を認めた。男

性非管理職では量的負荷（OR = 1.34; 95% CI = 1.09-1.65）、質的負荷（OR = 2.46; 95% 
CI = 2.00-3.02）、対人関係の困難（OR = 1.57; 95% CI = 1.31-1.89）で正の関連、裁量度

（OR = 0.74; 95% CI = 0.60-0.90）、達成感（OR = 0.47; 95% CI = 0.39-0.57）で負の関連

を認めた。（表Ⅲ-6）女性管理職では質的負荷（OR = 2.82; 95% CI = 1.20-6.62）対人関係

の困難（OR = 3.98; 95% CI = 1.41-11.19）と心理的苦痛との正の関連、裁量度（OR = 
0.40; 95% CI = 0.18-0.88）、達成感（OR = 0.33; 95% CI = 0.15-0.72）と心理的苦痛との
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負の関連を認めた。女性非管理職では量的負荷（OR = 1.39; 95% CI = 1.19-1.62）、質的負

荷（OR = 2.29; 95% CI = 1.97-2.67）、対人関係の困難（OR = 1.67; 95% CI = 1.46-1.92）
で正の関連、達成感（OR = 0.44; 95% CI = 0.38-0.52）、年齢（OR = 0.77; 95% CI = 0.61-
0.98）で負の関連を認めた。（表Ⅲ-7） 
 
（５）子どもがいることへの配慮が職業性ストレスおよび心理的苦痛に与える影響 
小学校女性非管理職の有子教員において、子どもがいることへの配慮の有無により 2 群

に分け、解析を行った。 
配慮がある群では、ない群と比較し、対人関係の困難が有意に低く（p < .03）、同僚・上

司の支援が有意に高かった（p < .01）。心理的苦痛の有無に関しては、有意な差は認めな

かった。（表Ⅲ-8） 
 
（６）中学校教員の基本属性 
解析対象とした正規任用中学校教員は 6,205 名のうち、男性管理職は 507 名、男性非管

理職は 3,326 名であった。女性管理職は 44 名、女性非管理職は 2,328 名であった。管理

職の男女比率は、男性 92.0％、女性 8.0％であった。その他の基本属性は表Ⅲ-9、表Ⅲ-10
に示す。 
 
（７）中学校教員における管理職と非管理職の職業性ストレスと心理的苦痛の比較 
男性教員においては、管理職は非管理職と比較し、職業性ストレスでは量的負荷（p 

< .01）、質的負荷（p < .02）、対人関係の困難裁量度（p < .01）が有意に低く、裁量度（p 
< .01）、達成感（p < .01）、同僚・上司の支援（p < .01）が有意に高かった。心理的苦痛

は管理職の方が有意に低かった（p < .01）。女性教員においては、管理職は非管理職と比

較し、職業性ストレスでは量的負荷（p < .43）、質的負荷（p < .75）は有意差を認めず、

裁量度（p < .01）、達成感（p < .01）が有意に高かった。心理的苦痛は管理職の方が有意

に低かった（p < .01）。（表Ⅲ-11） 
 
（８）中学校教員における管理職と非管理職の心理的苦痛の比較 
 心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析の結果を表Ⅲ-12、表Ⅲ-
13 に示す。男性教員では、職位と心理的苦痛の有意な関連は認められなかった（OR = 
0.88; 95% CI = 0.69-1.13）。量的負荷、質的負荷、対人関係の困難、通勤時間の長さと心

理的苦痛の高さ、また裁量度、達成感、同僚・上司の支援、年齢で心理的苦痛の低さとの

関連を認めた（いずれも p < 0.05）。女性教員では、基本属性と職業性ストレスを加えた

model 3 においても、管理職であることと心理的苦痛の低さとの関連は認めた（OR = 
0.43; 95% CI = 0.21-0.88）。その他、質的負荷、対人関係の困難と心理的苦痛の高さ、ま

た達成感、同僚・上司の支援と心理的苦痛の低さとの関連を認めた（いずれも p < .01）。
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また、年齢 40 歳以上で層化した model 4 でも model 3 と同様の結果であった。 
 
（９）職業性ストレスが心理的苦痛に与える影響 
職位ごとの二項ロジスティック回帰分析の結果、男性管理職では質的負荷（OR = 2.99; 

95% CI = 1.98-4.52）と対人関係の困難（OR = 2.29; 95% CI = 1.45-3.62）、50-60 歳（OR 
= 2.78; 95% CI = 1.19-6.53）で心理的苦痛との正の関連、達成感（OR = 0.33; 95% CI = 
0.22-0.49）で心理的苦痛と負の関連を認めた。男性非管理職では量的負荷（OR = 1.44; 
95% CI = 1.24-1.67）、質的負荷（OR = 2.09; 95% CI = 1.80-2.41）、対人関係の困難（OR 
= 1.58; 95% CI = 1.38-1.80）、通勤時間（OR = 1.21; 95% CI = 1.01-1.46）で正の関連、

裁量度（OR = 0.75; 95% CI = 0.65-0.86）、達成感（OR = 0.46; 95% CI = 0.40-0.52）で負

の関連を認めた。（表Ⅲ-14）女性管理職では質的負荷（OR = 139.4; 95% CI = 2.18-
8925.1）と心理的苦痛との正の関連、量的負荷（OR = 0.07; 95% CI = 0.00-0.91）で心理

的苦痛と負の関連を認めた。を認めた。女性非管理職では質的負荷（OR = 2.52; 95% CI = 
2.13-2.99）、対人関係の困難（OR = 1.61; 95% CI = 1.38-1.87）で正の関連、達成感（OR 
= 0.54; 95% CI = 0.45-0.63）、同僚・上司の支援（OR = 0.73; 95% CI = 0.60-0.88）で負

の関連を認めた。（表Ⅲ-15） 
 
（１０）子どもがいることへの配慮が職業性ストレスおよび心理的苦痛に与える影響 
中学校女性非管理職の有子教員において、子どもがいることへの配慮の有無により 2 群

に分け、解析を行った。配慮がある群では、同僚・上司の支援（p < .01）が有意に高かっ

た。心理的苦痛の有無に関しては、配慮がある群の方が、低い傾向を認めた（p < .05）。
（表Ⅲ-16） 
 
Ⅲ-D 考察  
本研究では、女性教員における職位による心理的苦痛の差異、また職業性ストレスが心

理的ストレスに与える因子の違いについての調査、また女性管理職比率の高い小学校と低

い中学校の比較を行った。 
 
女性教員においてのみ、職位と心理的苦痛の関連が学校種ごとに異なる結果であった。

小学校女性教員では、職位のみを説明変数とした model1 では管理職であることと心理的

苦痛の低さの関連を認めたが、基本属性や職業性ストレスを加えた解析では、職位との関

連を認めなかった。達成感、裁量度といった業務上のストレス緩和要因からの影響を強く

受けており、管理職そのものではなく、管理職としての業務により、心理的苦痛が緩和さ

れている可能性が示唆された。中学校女性教員においては、年齢や職業性ストレス因子を

考慮した後も、管理職と心理的苦痛が低いこととの関連を認めた。中学校は職場内の男女

格差があることや、労働時間が長いことで、女性教員にとって働きやすい環境でないこと
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が報告されている。104,124 こうした職場環境にも適応する資質を持った女性のみが、管理

職へ昇進している可能性が示唆された。 
 
女性管理職比率の高い小学校女性教員における職位ごとの心理的苦痛に影響を与える因

子は以下のようであった。 
小学校女性管理職の心理的苦痛が高いことと関連する要因は、質的負荷、対人関係の困

難であり、心理的苦痛が低いことと関連する要因は、達成感と裁量度であった。校長、教

頭といった管理職は、教育委員会、一般教員、保護者との間に入り、調整を強いられるこ

とがあり、対人関係のストレスが多いと言われている。125 また、校長や教頭といった管

理職は、同じ職種に同職種がいないといった環境であり、部下の健康管理が難しい 126と

いう報告もあり、他職種の管理職と比較し、部下の対応に関して、困難が多いと考えられ

る。職場環境の面から考えると、同職位の同僚がいないことから、対人関係における困難

を感じやすく、ストレスを抱え込む可能性も考えられる。また、学校内で生じる不登校や

いじめ問題などに対しても、管理職は統括的に対応していく必要があり、125 質的負荷も

多く、心理的苦痛に影響を与えると考えられる。こうした先行研究は、質的負荷、対人関

係の困難と心理的苦痛が高いことが関連するという本研究の結果と一致する。健康な就労

者において、裁量度が少ないことで、抑うつ感、不安感が生じるといった結果が報告され

ている。12 また、女性労働者は、裁量度があることで、仕事と家庭生活の両立がしやすく

なり、両立への葛藤が軽減されることや退職が抑制されることが報告されている。127 本
研究の、小学校女性管理職において、裁量度があることで心理的苦痛が低い結果と一致す

る。 
小学校女性非管理職の心理的苦痛が高いことと関連する要因は、量的負荷、質的負荷、

対人関係の困難であり、心理的苦痛が低いことと関連する要因は達成感であった。先行研

究によると、量的負荷が大きいことと抑うつとは関連があり、また量的負荷が継続し、身

体的疲労が増えることで抑うつにつながるといった報告があげられている。12 また、若年

労働者のメンタル不調は、量的負荷や質的負荷といった職業性ストレスから影響を受ける

といった報告もある。128 学校で起こる問題の多くが教員の責任にされるといった文化的

な背景がある中で、質的な負荷も多く、保護者との関係がストレスにつながるといった報

告もある。129,105また、職業特性上、子ども、保護者、同僚と様々な人間関係がある中

で、同僚から受けるストレスが最も強く、職務にも影響を与えるという報告もあげられて

いる。105 量的負荷、質的負荷、対人関係の困難と心理的苦痛の高さが関連する、今回の

結果と一致する報告である。また、若手教員の初期のバーンアウトと達成感の消失との関

連があるとする先行研究もある。130 また、先行研究から、教員の仕事範囲が広がりすぎ

たことで、忙しく、やりがいもないと感じることで、達成感が少なく、ストレスの要因と

なっていると言われている。105 達成感が高いと心理的苦痛が低くなった今回の結果と一

致する。教員の非管理職のバーンアウトを軽減することを目的とした先行研究では、学校
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内でのコミュニケーションがバーンアウトを軽減する上で有効と報告されている。130 対
人関係で困難を感じる一方で、ストレス緩和要因として、同僚・上司からの支援は重要で

あるため、非管理職の対人スキルを向上させることが重要だと考える。 
小学校非管理職における子どもがいることに対する配慮に関しては、直接的な心理的苦

痛との関連は認められなかった。女性教員の割合が多く、また子どもがいる教員が半数を占

める中で、育児をしていることで配慮を受けている教員の割合は 10％前後と多くない結果

だった。配慮がある群とそうでない群の比較においては、量的負荷や質的負荷において有意

な差は認められなかった。育児をする女性教員は約半数ということもあり、業務軽減といっ

た配慮は多くないと考えられる。しかし、配慮を受けていると感じることは、対人関係の困

難感を軽減し、同僚・上司からの支援をより受けていると感じることへの影響が見られた。 
 
男性との比較においては、職位と心理的苦痛の関連が学校種ごとに異なる点において、

違いを認めた。また、女性中学校管理職のみ、達成感や達成感といったストレス緩和要因

と心理的苦痛の関連を認めなかった。その点に関しては、上記に示したように、女性中学

校管理職の個人の特性による影響が大きいと考えられた。共通する点としては、学校種、

性別によらず、質的負荷、対人関係の困難と心理的苦痛の高さとの関連を認めた。小学校

女性管理職、非管理職と同様に、教員特有の質的な負荷の高い業務が多いことや、様々な

対人関係の中で業務を遂行していく必要があることによる影響と考えられた。 
 
小学校と中学校における違いとして以下の点が挙げられる。女性非管理職が昇進を望ま

ない理由として、職業性ストレスが増加することへの懸念が報告されているが、93 小学校

教員においては、管理職は非管理職より職業性ストレスが少なかったことから、管理職昇

進への抵抗が少なくなっている可能性も考えられた。また、中学校女性管理職では、職業

性ストレス緩和要因と心理的苦痛の関連を認めなかったものの、小学校女性管理職では、

裁量度、達成感と心理的苦痛の低さとの関連を認めた。業務そのものの裁量度や達成感が

上がることで、より女性が管理職昇進に対する懸念を払拭できる可能性が考えられた。教

員の女性管理職を対象とした先行研究では、女性校長から管理職への昇進を進められたこ

とを契機に管理職を目指すようになったという報告が挙げられている。124 キャリアプラ

ンを考える上で、モデルとなる女性管理職がいることは重要だとする先行研究がある。131 
そういった観点からみると、小学校は女性管理職比率が高いことから、より管理職を目指

す教員が出てくる可能性が示唆された。女性の小学校教員が中学校の校長を務めることは

珍しく、中学校の女性教員でも小学校の校長になることも多いと報告されており、124 中
学校では女性管理職比率が低く、小学校で女性管理職比率が多いことにつながっている可

能性も考えられた。また、女性教員が家庭において担う負担が、女性教員を管理職から遠

ざけているという報告もある。124 
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女性教員における管理職を対象としたメンタルヘルスに関する研究は少なく、本研究の

結果は今後の女性教員、女性管理職のメンタルヘルスの向上に貢献できると考える。女性

管理職比率が高い小学校は、女性教員が多く、女性が働きやすい環境であることが示唆さ

れた。その中で、女性管理職、非管理職に共通して、業務の質的負荷、対人関係の困難が

心理的苦痛を高めること、また達成感で心理的苦痛の軽減の可能性があることが示唆され

た。小学校女性管理職の心理的苦痛は、非管理職より少ないと考えられたが、職位よりも

業務そのものから受ける影響が大きいと考えられた。女性教員の対人関係スキルの向上や

達成感を向上させることで、女性教員の心理的苦痛を軽減し、女性教員全体のメンタルヘ

ルスを向上していくことができると考えられる。 
 

Ⅲ-E 研究の限界 
本研究は、横断調査であるため、心理的苦痛と職位との因果関係については評価できな

い。また、今回の研究対象は小中学校の教員であり、高等学校の教員を含めたその他の職

種に結果を一般化することは不適であると考えられた。さらに、教員においては教員数に

対する管理職の割合が少ない中で、女性管理職に限定したために、本調査での女性管理職

数が少ない結果であった。そのため、生存者バイアスも考慮した上で結果を解釈する必要

があると考えられた。今後、女性管理職比率が最も高い、医療・福祉業における女性管理

職のメンタルヘルスについても調査を行うことで、より多くの女性管理職に関する知見が

得られると考える。また、今回の調査では、子どもがいることによる配慮に関する項目を

入れたものの、実際どのような配慮が行われているかについての具体的な調査もできてい

ない。加えて、家庭における負担が教員のストレスに影響があるという報告があるもの

の、129 その他の家庭における役割や負担する時間に関する項目は調査できておらず、既

存のデータセットを用いた研究の限界であると考えられた。今後の調査においては、家庭

環境から受けるストレス因子も含めた調査が必要と考えられる。女性労働者の心理的苦痛

をより正確に評価するため、新たな仮説の構築と検証が今後の課題であると考える。 
 
Ⅲ-F 結論 
教育・学習支援業の労働者を対象とした横断調査を行った。女性のみ、職位と心理的苦痛

の関連が学校種により異なる結果であった。女性管理職比率が高い小学校では、女性労働者

の心理的苦痛には、職位よりストレス緩和要因である裁量度の影響が大きかった。中学校で

は、管理職であることと心理的苦痛が低いことの関連を認めた。女性管理職の心理的苦痛に

は職業性ストレス以外の仕事外の要因が関係している可能性が示唆された。 
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第Ⅳ章 労働環境及び家庭環境が女性管理職の 

メンタルヘルスに与える影響 

－研究機関における横断研究－ 

Ⅳ-A 目的 
 第Ⅱ章、第Ⅲ章で示したように、メンタルヘルスに影響を与える要因は女性管理職と女

性非管理職で異なっていた。女性管理職の心理的苦痛へ影響を与える職業性ストレスの種

類が少ないにも関わらず、女性管理職のメンタルヘルスは比較的良好に保たれていたこと

から、職業性ストレス以外の要因からの影響を受けていると考えられた。第Ⅰ章で述べた

ように、女性労働者のメンタルヘルスは、業務上のストレスの他、家庭環境におけるスト

レスからも大きく影響を受ける。また、女性労働者は、ワーク・ファミリー・コンフリク

トと心理的負担の関連も指摘されている。しかしながら、日本において、ワーク・ファミ

リー・コンフリクトの観点から、女性管理職のメンタルヘルスを検討した研究はない。 
仕事と家庭双方における葛藤を調査することで、女性管理職の心理的苦痛を多次元的に調

査することができ、女性労働者のメンタルヘルスの維持、向上に貢献できると考える。 
そこで、筑波研究学園都市に本部がある国立研究開発法人の女性労働者を対象として、

女性管理職・非管理職の心理的苦痛に影響を与える因子の差異を調査することとした。 
 
Ⅳ-B 方法 
（1） 研究対象 

国立研究開発法人の女性労働者 2,257 名を対象に、2020 年 10 月～11 月にかけて調査を

行った。職場内のイントラネットシステムを利用したアンケート調査による自記式・匿名

の横断調査を行った。2,257 名（常勤職員 716 名、非常勤職員 1,541 名）の対象女性労働

者のうち、477 名（常勤職員 255 名、非常勤職員 222 名）が回答した（全体の回答率

21.1%、常勤職員の回答率 35.6%）。解析対象を 22 歳～60 歳の常勤職員とし、回答者の

内、61 歳以上の女性、契約職員と派遣職員、調査項目に欠損がある者を除外した、227 名

を解析した。 
 
（2） 質問項目 
質問紙の構成は、基本属性の他、職業性ストレス、ワーク・ファミリー・コンフリク

ト、心理的苦痛に関する質問項目とした。 
基本属性として、職位を係長/ユニット長・グループ長以上を管理職と定義し、その他の

職位を非管理職とした 2 群とした。その他、年齢、婚姻状況（未婚、既婚、離死別）、子

どもの有無、職種（学術・研究職、事務職、技術職、その他）、雇用形態（常勤職員、契
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約職員、派遣職員）、在宅ワークの有無（なし、週に 1 回未満、週に 1－2 回、週 3 回以

上）について聴取した。 
職業性ストレスに関しては、錦戸らにより作成された職業性ストレス簡易調査表（the 

Brief Scales for Job Stress）を用いた。106 ストレス増強因子 10 項目、ストレス緩和因子

10 項目、計 20 項目からなる質問紙である。ストレス増強因子、量的負荷、質的負荷、対

人関係の困難の 3 つ、ストレス緩和因子は、裁量度、達成感、同僚・上司からの支援の 3
つの下位項目からなる。それぞれの質問に対し、1～4 点で評価し、高い点数ほどストレス

やストレス緩和要因が高いと判断する。様々な先行研究で用いられており、信頼性や妥当

性が検証されている。107,108 
ワーク・ファミリー・コンフリクトに関しては、Carlson らによって開発された、仕事

と家庭の葛藤を評価するワーク・ファミリー・コンフリクト尺度を用いた。132,72 時間に

基づく仕事から家庭への葛藤、時間に基づく家庭から仕事への葛藤、ストレス反応に基づ

く仕事から家庭への葛藤、ストレス反応に基づく家庭から仕事への葛藤、行動に基づく仕

事から家庭への葛藤、行動に基づく家庭から仕事への葛藤の 6 次元の葛藤尺度で構成され

る。先行研究によると、仕事における満足度や、人生や家庭における満足度といった生活

における指標、抑うつ、職業性ストレス、家庭におけるストレスといったストレス関連指

標との関係が示されている。72 それぞれの質問に対し、1～5 点で評価し、高い点数ほど

葛藤が高いと判断する。 
心理的苦痛に関しては、Kessler らが開発し、世界的に広く用いられている Kessler の

心理的苦痛測定指標（K6）を用いた。108,109 気分障害・不安障害のスクリーニングや重症

度評価として用いられている。6 つの質問項目から構成されており、合計点は 0～24 点と

なっている。13 点以上で重症の精神疾患が疑われ、5 点以上で心理的苦痛があると判断さ

れる。今回は K6 が 5 点以上を心理的苦痛ありと定義した。109 
  
（3） 統計解析 
女性労働者の年齢、職位、職種などの基本属性を Pearson のカイ二乗検定を用いて比較

した。在宅ワークの有無に関しては、週 1 回未満、週 1－2 回、週 3 回以上を在宅ワークあ

りと分類した。次に、t 検定を行い、職業性ストレス、ワーク・ファミリー・コンフリクト、

心理的苦痛の職位による平均値の差を検討した。また、心理的苦痛ありを従属変数、基本属

性と職業性ストレスの下位項目、ワーク・ファミリー・コンフリクトを独立変数とした二項

ロジスティック回帰分析を行い、職業性ストレスとワーク・ファミリー・コンフリクトが心

理的苦痛に与える影響を調査した。年齢や婚姻状況、子どもの有無、職種は抑うつやバーン

アウト等のメンタルヘルスとの関連が指摘されているため、68,70,110,111 解析に加え、影響を

考慮した。 
解析には Windows 版 SPSS Ver.25.0 を用いた。有意水準は両側 5%とした。 
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（4） 倫理的配慮 
本研究の実施に際し、目的とデータの利用、管理について web アンケートページ上で説

明した。個人情報はアンケート調査からは得ず、得られたデータは研究目的のみ利用する

こととした。本研究は筑波大学医の倫理委員会（承認番号 1572）に承認された。 
 
Ⅳ-C 結果 
（１）基本属性 
解析対象とした常勤女性労働者 227 名のうち、管理職は 53 名（23.3％）、非管理職は

174 名（76.7％）だった。基本属性は表Ⅳ-1 に示す。在宅ワークを行っている労働者の割

合は、女性労働者全体で 17.6％であった。週 3 回以上在宅ワークを行っている労働者はい

なかった。 
 

（２）職位による職業性ストレス、ワーク・ファミリー・コンフリクト、心理的苦痛の差 
管理職は非管理職と比較し、職業性ストレスでは量的負荷（p < .01）、時間に基づく仕

事から家庭への葛藤（p < .01）が有意に高かった。心理的苦痛は有意な差を認めなかっ

た。（表Ⅳ-2） 
 
（３）職業性ストレスとワーク・ファミリー・コンフリクトが心理的苦痛に与える影響 
心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析の結果、職位と職業性ス

トレス、ワーク・ファミリー・コンフリクトのみを説明変数とした model 1 では、職業性

ストレスの質的負荷（OR = 2.54; 95% CI = 1.36-4.73）、ストレス反応に基づく仕事から家

庭への葛藤（OR = 2.64; 95% CI = 1.56-4.49）と心理的苦痛が高いこととの関連、達成感

（OR = 0.56; 95% CI = 0.33-0.92）、時間に基づく家庭から仕事への葛藤（OR = 0.60; 
95% CI = 0.41-0.88）、また管理職であることと心理的苦痛の低さとの関連を認めた（OR 
= 0.45; 95% CI = 0.20-0.99）。年齢を含む基本属性で調整した model 2 では、職位と心理

的苦痛の関連は認められなかった（OR = 0.47; 95% CI = 0.17-1.26）。調整後も、職業性ス

トレスの質的負荷（OR = 2.71; 95% CI = 1.40-5.27）、ストレス反応に基づく仕事から家庭

への葛藤（OR = 2.83; 95% CI = 1.62-4.93）と心理的苦痛が高いこととの関連、達成感

（OR = 0.51; 95% CI = 0.30-0.87）、時間に基づく家庭から仕事への葛藤（OR = 0.59; 
95% CI = 0.36-0.93）と心理的苦痛が低いこととの関連を認めた。在宅ワークの有無の影

響も認めなかった（OR = 1.28; 95% CI = 0.53-3.10）。（表Ⅳ-3） 
 
Ⅳ-D 考察 
本研究は女性労働者におけるワーク・ファミリー・コンフリクトがメンタルヘルスへ与

える影響を調査したものである。 
女性労働者の職位と心理的苦痛は、職位と職業性ストレス、ワーク・ファミリー・コン
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フリクトのみで解析した model1 では、管理職であることと心理的苦痛の関連を認めた

が、基本属性による調整後は、職位そのものが心理的苦痛へ与える影響は有意でなかっ

た。年齢や子どもの有無、婚姻状況といった基本属性が女性労働者の心理的苦痛に影響を

及ぼす重要な因子であると考えられた。また、職位以上に、実際の業務から受けるストレ

スや家庭との両立に対する葛藤がより大きな影響を及ぼしている可能性も考えられた。 
女性労働者のメンタルヘルスに影響を与える要因として、職業性ストレスの質的負荷や

ストレス反応に基づく仕事から家庭への葛藤が心理的苦痛の高さとの有意な関連を認め

た。職業上の負荷が精神的負荷を高めることは、Karasek が提唱した職業性ストレスモデ

ルでも示されており、133 本研究の結果と合致する。また、職業性ストレスの中でも質的

負荷は女性労働者のメンタルヘルス不調と関連があるとする報告もされている。133 ワー

ク・ファミリー・コンフリクトは、女性労働者の抑うつと関連していると報告されてお

り、134,135 今回の結果と一致する。 
心理的苦痛が低いこととは、達成感、時間に基づく家庭から仕事への葛藤が関連してい

た。産業保健現場におけるメンタルヘルス対策の中で、ワーク・エンゲイジメントという

概念が提唱されている。136,137 ワーク・エンゲイジメントとは、「ポジティブで達成感に満

ちた、仕事に関連する心的状態であり、活力、熱意、没頭によって特徴づけられる」とさ

れ、138,139 ワーク・エンゲイジメントが高いことは、抑うつや心理的苦痛が少ないことと

の関連が示されている。136,140 今回の、達成感が高いことで心理的苦痛が低いこととの関

連を認めた結果と一致する。女性労働者が達成感を伴う仕事を担うことで、女性労働者の

メンタルヘルス改善に役立つと考えられた。また、今回の調査結果では、家庭での責任の

ために、仕事が妨げられるという家庭から仕事への葛藤と心理的苦痛が低いことの関連を

認めた。女性労働者のワーク・ライフ・バランスを調査した先行研究からは、短時間勤務

や在宅勤務を希望する女性労働者が多く、141,142 家庭のために時間を多く割いて、仕事に

充てる時間が少ないという状況がむしろ、女性の心理的な負担の軽減につながり、メンタ

ルヘルスへ良好な影響を与えている可能性が示唆された。今回の結果である、仕事による

疲労のために、家庭での責任が果たせないことで、心理的苦痛を高めるという結果とも矛

盾しない。今回の調査においては、在宅ワークと心理的苦痛との有意な関連は認めなかっ

た。在宅ワークの頻度が少なかったことから、心理的苦痛への影響が少なかったと考えら

れた。 
海外におけるワーク・ライフ・バランスの一例として、スウェーデンは、ワーク・ライ

フ・バランス実現度が高く、生活満足度も高いと報告されている。143また、女性管理職比

率も比較的高く、14 女性活躍が推進されていると考えられる。スウェーデンにおいては、

企業での取り組みとして、充実した育児休業制度や、フレックスタイム制度、在宅勤務制

度など多様な働き方が実施されている。143 男性の育児休業取得率も 89%と高く、143 結果

として女性活躍の推進につながっていると考えられる。また、ワーク・ライフ・バランス

において、ライフ重視を希望する割合が半分以上を占めているが、実際に希望に沿ったワ
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ーク・ライフ・バランス実現できているため、144 生活満足度が高くなっていると考えら

れる。一方、日本においては、ワーク・ライフ・バランスの希望と現実の乖離が大きく、

144 労働者のメンタルヘルスの悪化や 145 生活満足度の低さ 143 に影響を及ぼしていると考

えられた。 
学術研究・専門技術サービス業を対象とした研究１では、女性で管理職と心理的苦痛の

関連を認めたが、今回の研究３では、管理職と心理的苦痛の関連は認めなかった。今回の

研究機関は、女性の活躍に関する取り組みが良好であり、女性活躍推進法に基づく優良企

業の認定を受けている。146 優良企業への認定基準として、女性管理職比率が産業ごとの

平均値以上であることや労働者に占める女性労働者の割合が含まれている。147 女性管理

職の実数はまだ少ないものの、今後取り組みを続けていくことにより、将来的に女性管理

職比率が上がっていく可能性が高いと考えられる。 
業務におけるワーク・エンゲイジメントを高めること、またワーク・ライフ・バランス

を考慮した多様な働き方を実現し、ワーク・ファミリー・コンフリクトを軽減していくこ

とで、女性労働者のメンタルヘルスの向上につながると考える。 
 
Ⅳ-E 研究の限界 
本研究は、一研究機関における調査であり、研究機関に所属する労働者や日本における

労働者の一般集団を代表した結果とは言えない。また、今回の調査対象は女性労働者に限

定しており、男性労働者との結果の比較ができていない。対象の一般化の検討や、男性労

働者との比較も含めたデザインを検討する必要があると考える。本調査では、回答率が低

く、選択バイアスや無回答バイアスが結果に影響している可能性が考えられた。また、横

断調査であり、心理的苦痛と職業性ストレスやワーク・ファミリー・コンフリクトとの因

果関係については評価できないと考えられた。 
 

Ⅳ-F 結論 
女性労働者を対象とした、ワーク・ファミリー・コンフリクトがメンタルヘルスへ与える

影響に関する横断研究を行った。本研究により、女性労働者は、職位そのものの影響ではな

く、職業性ストレスや仕事から受ける家庭に対する葛藤から、メンタルヘルスへ影響を受け

ることが示された。職位に関わらず、ワーク・エンゲイジメントの向上やワーク・ファミリ

ー・コンフリクトの軽減により、女性労働者のメンタルヘルス対策につながる可能性が示唆

された。 
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第Ⅴ章 まとめ 

 
これまでに報告された先行研究から、日本における男女格差は大きく、特に女性管理職

登用に関しては、社会的課題であると言える。女性管理職は、業務負荷や家庭との両立か

らストレスが高く、今後の日本社会にとって、職業性ストレスや家庭ストレスの観点から

みた女性管理職のメンタルヘルス対策は検討すべき問題であると考える。その中で、女性

管理職は非管理職と比較し、メンタルヘルスが不良とする報告がある一方、女性管理職の

方が非管理職より仕事満足度が高いという報告もあり、女性管理職のメンタルヘルスに関

する研究は十分に行われているとは言えない。また、産業ごとに女性管理職比率が異な

り、業種によって女性管理職の置かれる立場が異なると考えられる。そこで、女性管理職

が少ないことと関連のある、職業性ストレスとワーク・ファミリー・コンフリクトに着目

し、91,93 異なる産業における、職業性ストレスが女性管理職のメンタルヘルスに与える影

響の違いを調査することを目的とし、調査を行った。 
 

Ⅴ-A 学術研究・専門技術サービス業における女性管理職のメンタルヘルス 
学術研究・専門技術サービス業における職業性ストレスが女性管理職のメンタルヘルス

へ与える影響について調査を行った。 
 本研究では、女性労働者のみ、管理職であることと心理的苦痛が低いことの関連を認めた。

女性管理職は対人関係の困難と心理的苦痛との関連を認め、非管理職では質的負荷、対人関

係の困難、達成感、同僚・上司の支援で心理的苦痛との関連を認めた。女性管理職、非管理

職ともに男女格差に関連した職業性ストレスと心理的苦痛の関連を認め、職場における差

別や偏見による影響が示唆された。女性管理職のメンタルヘルスの改善には、個人のスキル

向上以外にも、女性に対する偏見や差別的な対応の解消といった、男女格差の面からの環境

調整も重要だと考えられた。 
 

Ⅴ-B 女性管理職比率の異なる小学校と中学校における比較  
 教員を対象とした横断調査である本研究では、女性管理職比率の異なる小学校と中学校

における女性労働者のメンタルヘルスに影響を与える因子の比較を行った。 
女性教員のみ、小学校では、職業性ストレスを考慮した分析において、職位と心理的苦

痛の関連を認めず、達成感、裁量度と心理的苦痛の負の関連を認めた。中学校では、年齢

や職業性ストレス因子を考慮した解析においても、管理職と心理的苦痛が低いこととの関

連を認めた。同じ職種であるにも関わらず、女性教員のみ違いが出たことから、女性労働

者のメンタルヘルスには、職業性ストレスだけでなく、仕事外の要因が関係している可能

性が示唆された。 
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Ⅴ-C ワーク・ファミリー・コンフリクトが女性労働者のメンタルヘルスへ与える影響 
女性労働者においてワーク・ファミリー・コンフリクトがメンタルヘルスへ与える影響

を調査した。女性労働者のメンタルヘルスに影響を与える要因として、職業性ストレスの

質的負荷や仕事から家庭への葛藤と心理的苦痛の高さとの有意な関連を認めた。また、家

庭での責任のために、仕事が妨げられるという、家庭から仕事への葛藤と心理的苦痛が低

いことの関連を認めた。ワーク・ライフ・バランスを考慮した多様な働き方を実現し、ワ

ーク・ファミリー・コンフリクトを軽減していくことで、女性労働者のメンタルヘルスが

向上していくと考えられた。 
 

Ⅴ-D 職位と心理的苦痛の関連 
研究１では管理職と心理的苦痛の関連が示された。また、研究２の中学校でも研究１と

同様に、管理職が心理的苦痛の要因であるという結果であった。しかしながら、研究２の

小学校では、管理職と心理的苦痛の関連は認められず、研究３においても、小学校の結果

と同様に、管理職と心理的苦痛の関連は示されなかった。 
心理的苦痛と管理職の関連を認めた研究１の調査対象の学術研究・専門技術サービス業

と中学校は、先行研究からは長時間労働が多く、女性にとって働きづらい職場だと報告さ

れている。97,104,124 そのため、学術研究・専門技術サービス業や中学校といった比較的女

性活躍推進が進んでいない職場においては、女性管理職は男女格差や女性に対する偏見に

苦しみストレスを抱え、職場環境に適応でいる女性のみが管理職になっている可能性が考

えられた。企業の問題点として、就職の際に、女性は昇進できないグループへ配属され、

教育の機会を与えられないことや、13 子どものいる女性労働者は家庭を優先にし、長時間

働けないと考えていることが報告されている。148 女性であるというだけで、能力が低く

見積もられるという偏見が男女格差につながり、管理職登用にも影響が出ていると考えら

れた。 

一方、小学校は、自身の育児経験を生かすことができ、充実感が高く、比較的職場スト

レスが少ない環境と報告されている。104 また、研究３の対象機関は、女性活躍推進法に

基づく優良企業認定を受けており、147 女性が働きやすい職場作りを推進していると考え

られる。職場環境の働きやすい環境であったことにより、小学校と研究３では、管理職と

心理的苦痛の関連がなかったと考えられた。そのため、小学校や研究３といった女性活躍

推進が進みつつある職場においては、心理的苦痛へ影響を及ぼす要因として、管理職その

もののより、職業性ストレスやワーク・ファミリー・コンフリクトの影響が大きいと考え

られた。今後、女性活躍を推進していく中で、管理職としての業務そのものや職場の風土

の変革、またワーク・ファミリー・コンフリクトを考慮した社会的政策をさらに進めるこ

とで女性労働者全体がメンタルヘルスを保ちながらの就業継続につながる可能性が考えら

れた。 

また、先行研究では管理職のメンタルヘルスが不良と報告されたり良好であると報告さ
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れたり様々であったが、今回は管理職のメンタルヘルスは非管理職と比較し、良好な結果

であった。先行研究との違いとして、業種の違いがあると考えられた。管理職のメンタル

ヘルスが不良と報告されている先行研究では、製造業、サービス業、運輸業といった一般

的な業種における労働者が対象とされていた。その中では、女性管理職は努力―報酬不均

衡が強く、努力にみあった心理的な報酬が少ないため、メンタルヘルスが不良であると報

告されていた。81 しかしながら、今回の調査では、学術研究・専門技術サービス業と教

育・学習支援業という専門的な業種を対象とした。専門的な業種であることが管理職の達

成感に影響し、心理的苦痛が少なく、先行研究と異なる結果となったと考えられた。ま

た、裁量度に関しては、先行研究から裁量度の少なさと抑うつ感や不安感との関連が報告

されている。12 本研究の小学校教員における調査からも同様の結果が得られ、管理職の裁

量度が心理的苦痛へ影響を及ぼしていると考えられた。 
今後の働きかけとして必要であることは、直接的に女性管理職を増やすのではなく、職

場の女性労働者のストレスを減らすことが必要であると考える。先行研究からは、経営者

がワーク・ライフ・バランスに理解があり育児支援を行っている企業ほど女性の就業継続

率が高く、経営者の均等化の意識が高く施策を実施している企業ほど女性管理職の割合が

高かった。149 また、仕事と家庭の両立が困難になるため女性の昇進意欲が低いことが女

性管理職の比率が少ない原因とも報告されている。150 仕事と家庭の両立を支援や、男性

の家事分担を増やす施策を実施することが、女性が働きやすい職場環境づくりに寄与し、

女性のワーク・ライフ・コンフリクトを解消できる。そして、女性の家庭や職場における

ストレスを軽減することで、社会参画が進み、女性管理職の割合が増やせると考えられ

る。 
しかしながら、研究１、２、３において、同じ業種で調査が行えていない点や、今回の

結果を一般化できない点は、研究の限界であると考える。 
 
Ⅴ-E 日本におけるジェンダーギャップ 
先行研究から、ジェンダーギャップとして、管理職は男性がなるものだというステレオ

タイプがあると言える。職場における性別役割の意識についての教員調査では、男性のほ

うが女性より管理職に向いていると答えた教員は約 25％であり、女性（約 30％）のほう

が男性（約 20％）よりも向いていると答えた割合が高かった。151 本来、男性でも女性で

も管理職としての業務は変わらないはずであるが、約 3 割の女性が男性のほうが管理職に

向いていると固定的な性別役割のイメージを答えている。イギリスでの女性教員のキャリ

アに関する研究では、女性が家庭責任を負うという前提や、女性は家庭を必ず優先すると

いう思い込みのもと議論されているという問題点が指摘されている。152 
特に小学校教員と中学校教員とを比較すると明らかに中学校教員の女性管理職比率は少

ない。女性は子育てや家事を担うべきであるというジェンダーギャップから、女性教員は

ワーク・ライフ・バランスを重視せざるを得ない状況のなかで、部活などの長時間労働が
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一般的な中学校 153では、女性が活躍できる環境にない。 
今後の対策として、女性は妊娠、出産、出産直後の育児など、どうしても男性ではでき

ない役割については国や企業が制度として補償し、職場復帰をしやすい環境作りを行うべ

きである。育児についてはそもそも女性が育児をすべきであるというジェンダーギャップ

がある前提で議論がされていることが多い。男性の育児休業を取るよう国は進めているが

実際の取得率は低く、154 不十分である。子育て世代の男性は労働時間が長い傾向にある

ことと、女性に比べ基幹的業務、判断業務に就くことが多いため育児休業を取った際に、

代替要員の確保が困難であり男性が育児休業を取得しないと報告されている。155 そのた

め、代替要員の確保や、基幹的業務を担っている職員が育児休業を取得したとしても経営

に影響しないシステム作りが必要であると考える。また、女性も男性と同様に基幹的業務

や判断業務を担うようになれば性別に係わらず育児休業の取り方を検討することになる。 
 

Ⅴ-F 結語 
一連の調査の中で、女性管理職比率の低い職場では、管理職という職位そのものと心理

的苦痛が低いことと関連を示した。女性管理職比率が少なく、男女格差のある職場におい

ては、女性管理職は業務負荷の高い管理職に適した資質を備えている可能性が考えられ

た。女性管理職比率が高い小学校においては、女性管理職の心理的苦痛の低さは、職位そ

のものより、裁量度が高いといった管理職としての業務から影響を受けていることが示唆

された。女性管理職比率が高い職場は、女性管理職の裁量度が高く、女性が就業継続しや

すい職場である可能性が示唆された。また、家庭ストレスからの影響も考慮した研究から

は、職位より、ワーク・ファミリー・コンフリクトが心理的苦痛へ大きな影響を及ぼして

いると考えられた。裁量度によりワーク・ファミリー・コンフリクトが軽減することで、

女性のメンタルヘルスが向上し、女性の就業継続につながる可能性が示唆された。 
また、職位に関わらず、女性労働者は対人関係の困難と心理的苦痛の高さ、達成感と心

理的苦痛の低さの関連を認める傾向にあった。女性労働者に対する対人スキルを向上させ

ることや、ワーク・エンゲイジメントを高めることで、女性労働者のメンタルヘルスが向

上し、女性管理職を増やす糸口につながる可能性があると考えられた。 
本研究は、職業性ストレスが女性労働者のメンタルヘルスに与える影響を明らかにし、

女性労働者メンタルヘルスの向上へ貢献できるものであると考えられた。 
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第Ⅷ章 図表 

表Ⅱ-1 男性労働者の基本属性 
 

 

n (%) n (%) p値
年齢（歳）

20-34 22 (1.7) 773 (27.6)
35-49 482 (36.5) 1,292 (46.2)
50-64 815 (61.8) 731 (26.1)

婚姻状況

未婚 114 (8.6) 785 (28.1)
既婚 1,171 (88.8) 1,946 (69.6)
離死 34 (2.6) 65 (2.3)

子どもの有無

あり 1,041 (78.9) 1,562 (55.9)
なし 278 (21.1) 1,234 (44.1)

父親の同居

あり 62 (4.7) 171 (6.1)
なし 1,257 (95.3) 2,625 (93.9)

母親の同居

あり 117 (8.9) 240 (8.6)
なし 1,202 (91.1) 2,556 (91.4)

職種

事務職 307 (23.3) 701 (25.1)
学術・研究職 667 (50.6) 1,347 (48.2)
技術職 322 (24.4) 720 (25.8)
その他 23 (1.7) 28 (1.0)

世帯収入（円）

400万以下 9 (0.7) 275 (9.8)
400-800万 214 (16.2) 1,287 (46.0)
800-1200万 671 (50.9) 987 (35.3)
1200万以上 425 (32.2) 247 (8.8)

雇用形態

常勤（任期あり） 124 (9.4) 623 (22.3)
常勤（任期なし） 1,195 (90.6) 2,173 (77.7)

運動習慣

月1回未満 385 (29.2) 950 (34.0)
月に数回 231 (17.5) 454 (16.2)
週に1回 423 (32.1) 873 (31.2)
週に1回以上 280 (21.2) 519 (18.6)

男性管理職 男性非管理職

n = 1,319 (32.1%) n = 2,796 (67.9%)

<0.01

0.01

0.76

0.08

<0.01

<0.01

0.07

<0.01

<0.01
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表Ⅱ-2 女性労働者の基本属性 
 

 

n (%) n (%) p値

20-34 8 (4.8) 419 (30.5)
35-49 80 (47.6) 726 (52.8)
50-64 80 (47.6) 230 (16.7)

未婚 35 (20.8) 464 (33.7)
既婚 122 (72.6) 832 (60.5)
離死 11 (6.5) 79 (5.7)

子どもの有無

あり 103 (61.3) 633 (46.0)
なし 65 (38.7) 742 (54.0)

父親の同居

あり 7 (4.2) 146 (10.6)
なし 161 (95.8) 1,229 (89.4)

母親の同居

あり 17 (10.1) 198 (14.4)
なし 151 (89.9) 1,177 (85.6)

事務職 54 (32.1) 701 (51.0)
学術・研究職 78 (46.4) 461 (33.5)
技術職 31 (18.5) 191 (13.9)
その他 5 (3.0) 22 (1.6)

400万以下 7 (4.2) 256 (18.6)
400-800万 34 (20.2) 503 (36.6)
800-1200万 53 (31.5) 366 (26.6)
1200万以上 74 (44.0) 250 (18.2)

雇用形態

常勤（任期あり） 25 (14.9) 488 (35.5)
常勤（任期なし） 143 (85.1) 887 (64.5)

運動習慣

月1回未満 77 (45.8) 604 (43.9)
月に数回 24 (14.3) 244 (17.7)
週に1回 45 (26.8) 355 (25.8)
週に1回以上 22 (13.1) 172 (12.5)

<0.01

<0.01

<0.01

<0.01

<0.01

<0.01

0.74

<0.01

0.13

女性非管理職

n = 1,375 (89.1%)

婚姻状況

職種

世帯収入（円）

年齢（歳）

女性管理職

n = 168 (10.9%)
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表Ⅱ-3  職位ごとの職業性ストレス/心理的苦痛の男女比較 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

Mean SD Mean SD p値
職業性ストレス

量的負荷 2.47 0.85 2.46 0.88 0.86
質的負荷 2.47 0.78 2.45 0.79 0.78
対人関係の困難 2.02 0.71 2.03 0.63 0.84
裁量度 2.93 0.70 3.00 0.63 0.24
達成感 3.03 0.77 3.02 0.75 0.86
同僚・上司の支援 2.79 0.60 2.82 0.61 0.60

4.56 4.38 4.85 4.36 0.42K6 得点

n = 1,319 n = 168
男性管理職 女性管理職

Mean SD Mean SD p値
職業性ストレス

量的負荷 2.32 0.87 2.03 0.84 <0.01
質的負荷 2.43 0.83 2.12 0.84 <0.01
対人関係の困難 2.03 0.80 2.06 0.82 0.22
裁量度 2.80 0.76 2.71 0.76 <0.01
達成感 2.82 0.87 2.67 0.86 <0.01
同僚・上司の支援 2.73 0.70 2.85 0.72 <0.01

5.68 5.23 6.24 5.22 <0.01
SD: Standard Deviation t検定

K6 得点

女性非管理職

n = 2,796 n = 1,375
男性非管理職
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表Ⅱ-4 男性労働者における職位と心理的苦痛の関連 
 

 

OR [95%CI] p値
職位

非管理職

管理職 1.01 [0.85 - 1.20] 0.94
婚姻状況

未婚

既婚 1.15 [0.73 - 1.82] 0.55
離死 0.92 [0.72 - 1.19] 0.53

子どもの有無

なし

あり 0.70 [0.57 - 0.86] <0.01
父親の同居

あり

なし 1.46 [0.96 - 2.21] 0.07
母親の同居

あり

なし 1.02 [0.73 - 1.44] 0.89
職種

事務職

学術・研究職 0.97 [0.79 - 1.18] 0.74
技術職 0.91 [0.74 - 1.12] 0.37
その他 0.74 [0.39 - 1.41] 0.36

世帯収入（円）

400万以下

400-800万 0.59 [0.43 - 0.81] <0.01
800-1200万 0.45 [0.32 - 0.63] <0.01
1200万以上 0.41 [0.28 - 0.59] <0.01

職業性ストレス

量的負荷 1.13 [1.02 - 1.26] 0.03
質的負荷 1.98 [1.75 - 2.23] <0.01
対人関係の困難 1.74 [1.57 - 1.94] <0.01
裁量度 0.90 [0.80 - 1.02] 0.10
達成感 0.56 [0.50 - 0.63] <0.01
同僚・上司の支援 0.88 [0.77 - 1.01] 0.06

Nagelkerke R2

OR: Odds Ratio　CI: Confidence interval
0.30

年齢、雇用形態、運動習慣で調整した

心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析

(ref.)

(ref.)

(ref.)

(ref.)

(ref.)

(ref.)

(ref.)

n = 4,115
男性労働者
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表Ⅱ-5 女性労働者における職位と心理的苦痛の関連 
 

 
 

OR [95%CI] p値 OR [95%CI] p値
職位

非管理職

管理職 0.67 [0.46 - 0.99] 0.04 0.65 [0.44 - 0.98] 0.04
婚姻状況

未婚

既婚 0.95 [0.58 - 1.58] 0.86 0.86 [0.50 - 1.45] 0.56
離死 0.93 [0.65 - 1.33] 0.70 0.75 [0.47 - 1.20] 0.23

子どもの有無

あり

なし 0.92 [0.68 - 1.26] 0.61 0.86 [0.60 - 1.24] 0.42
父親の同居

あり

なし 0.98 [0.57 - 1.71] 0.95 0.80 [0.43 - 1.52] 0.50
母親の同居

あり

なし 1.13 [0.71 - 1.83] 0.60 1.28 [0.76 - 2.16] 0.36
職種

事務職

学術・研究職 0.73 [0.55 - 0.97] 0.03 0.61 [0.44 - 0.85] <0.01
技術職 0.94 [0.67 - 1.33] 0.74 0.82 [0.55 - 1.22] 0.32
その他 1.43 [0.59 - 3.47] 0.42 2.85 [0.95 - 8.56] 0.06

世帯収入（円）

400万以下

400-800万 0.60 [0.42 - 0.86] <0.01 0.40 [0.24 - 0.67] <0.01
800-1200万 0.66 [0.44 - 0.99] 0.04 0.45 [0.27 - 0.77] <0.01
1200万以上 0.55 [0.35 - 0.87] 0.01 0.33 [0.19 - 0.60] <0.01

量的負荷 1.10 [0.92 - 1.32] 0.31 1.02 [0.83 - 1.27] 0.83
質的負荷 1.92 [1.58 - 2.34] <0.01 1.98 [1.56 - 2.51] <0.01
対人関係の困難 1.47 [1.25 - 1.73] <0.01 1.53 [1.26 - 1.87] <0.01
裁量度 0.97 [0.80 - 1.17] 0.72 1.04 [0.83 - 1.31] 0.74
達成感 0.66 [0.56 - 0.79] <0.01 0.63 [0.51 - 0.77] <0.01
同僚・上司の支援 0.80 [0.65 - 0.98] 0.03 0.82 [0.65 - 1.05] 0.11

Nagelkerke R2

OR: Odds Ratio　　CI: Confidence interval
心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析

(ref.)

女性労働者 女性労働者(35歳以上で層化)

(ref.)

n = 1,543 n = 1,116

(ref.) (ref.)

(ref.)

職業性ストレス

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

0.24 0.26

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

(ref.)

年齢、雇用形態、運動習慣で調整した
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表Ⅱ-6 男性労働者における職業性ストレスと基本属性が心理的苦痛に与える影響 
 

 

 
 
 

OR [95%CI] p値 OR [95%CI] p値

未婚

既婚 1.21 [0.54 - 2.75] 0.64 1.12 [0.64 - 1.96] 0.70
離死 0.78 [0.44 - 1.37] 0.39 0.92 [0.69 - 1.22] 0.57

子どもの有無

なし
あり 0.77 [0.52 - 1.13] 0.18 0.66 [0.52 - 0.85] <0.01

父親の同居

あり

なし 1.28 [0.63 - 2.61] 0.50 1.53 [0.90 - 2.60] 0.11
母親の同居

あり

なし 1.01 [0.59 - 1.73] 0.97 1.06 [0.67 - 1.67] 0.11

事務職

学術・研究職 1.16 [0.80 - 1.67] 0.43 0.88 [0.69 - 1.12] 0.29
技術職 1.25 [0.85 - 1.83] 0.26 0.79 [0.62 - 1.01] 0.06
その他 2.02 [0.76 - 5.37] 0.16 0.35 [0.14 - 0.87] 0.02

400万以下

400-800万 0.90 [0.16 - 5.10] 0.90 0.60 [0.44 - 0.83] <0.01
800-1200万 0.81 [0.14 - 4.60] 0.82 0.44 [0.30 - 0.63] <0.01
1200万以上 0.72 [0.13 - 4.14] 0.72 0.40 [0.26 - 0.63] <0.01

職業性ストレス

量的負荷 1.23 [1.00 - 1.50] 0.04 1.10 [0.97 - 1.25] 0.15
質的負荷 2.02 [1.61 - 2.53] <0.01 1.95 [1.69 - 2.25] <0.01
対人関係の困難 1.76 [1.43 - 2.16] <0.01 1.77 [1.56 - 2.01] <0.01
裁量度 0.83 [0.66 - 1.05] 0.11 0.94 [0.82 - 1.09] 0.44
達成感 0.47 [0.37 - 0.60] <0.01 0.59 [0.52 - 0.68] <0.01
同僚・上司の支援 0.95 [0.73 - 1.24] 0.72 0.85 [0.72 - 0.99] 0.04

Nagelkerke R2

OR: Odds Ratio　　CI: Confidence interval
心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析

年齢、雇用形態、運動習慣で調整した

男性管理職 男性非管理職

n = 1,319 n = 2,796

婚姻状況

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

職種

(ref.) (ref.)

世帯収入（円）

(ref.) (ref.)

0.31 0.30
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表Ⅱ-7 女性労働者における職業性ストレスと基本属性が心理的苦痛に与える影響 
 

 

 
 
 

OR [95%CI] p値 OR [95%CI] p値

未婚

既婚 1.51 [0.27 - 8.54] 0.64 0.91 [0.53 - 1.55] 0.73
離死 1.04 [0.28 - 3.93] 0.95 0.91 [0.63 - 1.33] 0.63

子どもの有無

あり

なし 1.28 [0.45 - 3.64] 0.65 0.88 [0.63 - 1.21] 0.43
父親の同居

あり

なし 1.54 [0.16 - 14.43] 0.70 0.92 [0.51 - 1.65] 0.78
母親の同居

あり

なし 0.41 [0.07 - 2.39] 0.32 1.25 [0.75 - 2.08] 0.78

事務職

学術・研究職 0.27 [0.08 - 0.94] 0.04 0.75 [0.56 - 1.01] 0.06
技術職 0.29 [0.08 - 1.02] 0.05 1.02 [0.71 - 1.47] 0.90
その他 0.54 [0.05 - 5.87] 0.61 1.62 [0.60 - 4.35] 0.34

400万以下

400-800万 0.50 [0.06 - 4.34] 0.53 0.60 [0.42 - 0.86] <0.01
800-1200万 0.75 [0.08 - 7.25] 0.80 0.65 [0.43 - 0.99] 0.05
1200万以上 0.40 [0.04 - 3.94] 0.43 0.57 [0.35 - 0.92] 0.02

量的負荷 1.41 [0.75 - 2.64] 0.29 1.05 [0.87 - 1.28] 0.60
質的負荷 1.66 [0.78 - 3.52] 0.19 1.95 [1.59 - 2.40] <0.01
対人関係の困難 2.73 [1.29 - 5.79] <0.01 1.42 [1.20 - 1.67] <0.01
裁量度 0.83 [0.36 - 1.91] 0.66 0.98 [0.81 - 1.19] 0.82
達成感 0.62 [0.28 - 1.36] 0.23 0.68 [0.57 - 0.81] <0.01
同僚・上司の支援 1.26 [0.56 - 2.86] 0.58 0.78 [0.63 - 0.96] 0.02

Nagelkerke R2

OR: Odds Ratio　　CI: Confidence interval

女性管理職 女性非管理職

n = 168 n = 1,375

婚姻状況

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

職種

(ref.) (ref.)

世帯収入（円）

(ref.) (ref.)

職業性ストレス

0.38 0.23

心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析

年齢、雇用形態、運動習慣で調整した
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表Ⅱ-8  女性労働者における職種による職業性ストレスの比較 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

職業性ストレス 事務職 学術・研究職 技術職 p値
量的負荷 中央値 [四分位範囲] 2.25[1.50-3.00] 2.50[2.00-3.50] 2.00[1.50-3.00] <0.01
質的負荷 2.33[1.67-3.00] 2.67[2.00-3.00] 2.33[1.67-3.00] 0.19
対人関係の困難 2.00[1.67-2.33] 2.00[1.58-2.33] 2.00[1.67-2.33] 0.58
裁量度 2.67[2.33-3.00] 3.00[2.92-3.67] 3.00[3.00-3.33] <0.01
達成感 2.33[2.00-3.00] 3.17[3.00-3.50] 3.00[2.67-3.67] <0.01
同僚・上司の支援 2.75[2.00-2.75] 3.00[2.50-3.50] 2.75[2.25-3.00] <0.01

女性管理職

職業性ストレス 事務職 学術・研究職 技術職 p値
量的負荷 中央値 [四分位範囲] 1.75[1.25-2.50] 2.00[1.50-2.75] 1.75[1.25-2.50] <0.01
質的負荷 2.00[1.33-2.33] 2.33[1.67-3.00] 2.00[1.33-2.67] <0.01
対人関係の困難 2.00[1.33-2.67] 2.00[1.33-2.67] 2.00[1.33-2.67] 0.85
裁量度 2.67[2.00-3.00] 3.00[2.67-3.67] 3.00[2.33-3.00] <0.01
達成感 2.33[2.00-3.00] 3.00[2.67-3.67] 3.00[2.00-3.33] <0.01
同僚・上司の支援 3.00[2.25-3.25] 3.00[2.50-3.50] 3.00[2.50-3.50] 0.1

女性非管理職

Kruskal-Wallis検定
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表Ⅲ-1 小学校男性教員の基本属性 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

n (%) n (%)
年齢（歳）

22-39 2 (0.4) 961 (53.0)
40-49 51 (11.2) 477 (26.3)
50-60 401 (88.3) 375 (20.7)

子どもの有無

いる 410 (90.3) 1,112 (61.3)
いない 44 (9.7) 701 (38.7)

あり 14 (3.4) 149 (13.4)
なし 372 (90.7) 903 (81.2)

無回答 24 (5.9) 60 (5.4)
土日勤務の有無

なし 396 (87.2) 1,586 (87.5)
あり 58 (12.8) 227 (12.5)

通勤時間（分）

1~30 320 (70.5) 1,273 (70.2)
31~60 108 (23.8) 459 (25.3)

>60 26 (5.7) 81 (4.5)
χ2
検定

0.46

子どもがいること
       への配慮

男性管理職 男性非管理職

n=454 (20.0%) n=1,813 (80%) p値

<0.01

<0.01

0.88

<0.01
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表Ⅲ-2 小学校女性教員の基本属性 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

n (%) n (%) p値
年齢（歳）

22-39 0 (0.0) 1,311 (44.3)
40-49 15 (10.8) 712 (24.0)
50-60 124 (89.2) 939 (31.7)

子どもの有無

いる 101 (72.7) 1,521 (51.4)
いない 38 (27.3) 1,441 (48.6)

子どもがいること

への配慮 あり 2 (2.0) 151 (9.9)
なし 84 (83.2) 1,240 (81.5)
無回答 15 (14.8) 130 (8.6)

土日勤務の有無

なし 118 (84.9) 366 (87.6)
あり 21 (15.1) 2,596 (12.4)

通勤時間（分）

1-30 92 (66.2) 2,170 (73.3)
31-60 37 (26.6) 709 (23.9)
61- 10 (7.2) 83 (2.8)

χ2
検定

<0.01

<0.01

<0.01

0.34

<0.01

女性管理職 女性非管理職

n=139 n=2,962
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表Ⅲ-3 小学校教員における職位と職業性ストレス/心理的苦痛との関連  
 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

Mean SD Mean SD p値

量的負荷 2.66 0.75 2.97 0.77 <0.01
質的負荷 2.43 0.72 2.51 0.81 0.03
人間関係の困難感 1.71 0.59 1.82 0.74 <0.01
裁量度 3.06 0.65 2.76 0.65 <0.01
達成感 3.29 0.67 3.16 0.70 <0.01
同僚・上司の支援 3.02 0.56 3.08 0.64 0.08

3.90 3.57 5.09 4.71 <0.01

職業性ストレス

K6 得点

男性管理職 男性非管理職

n = 454 n = 1,813

Mean SD Mean SD p値
職業性ストレス

量的負荷 2.72 0.76 3.10 0.69 <0.01
質的負荷 2.37 0.72 2.51 0.76 0.04
対人関係の困難 1.75 0.57 1.85 0.74 0.06
裁量度 3.06 0.67 2.77 0.60 <0.01
達成感 3.35 0.69 3.14 0.65 <0.01
同僚・上司の支援 3.00 0.61 3.07 0.63 0.19

4.48 4.10 5.78 4.61 <0.01
SD: Standard Deviation

女性管理職 女性非管理職

ｔ検定

n = 139 n = 2,962

K6 得点
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表Ⅲ-4 小学校男性教員における職位と心理的苦痛の関連 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

OR [95%CI] p値
職位

非管理職

管理職 0.84 [0.62 - 1.13] 0.25
職業性ストレス

量的負荷 1.31 [1.09 - 1.57] <0.01
質的負荷 2.52 [2.10 - 3.04] <0.01

対人関係の困難 1.62 [1.37 - 1.91] <0.01
裁量度 0.77 [0.65 - 0.93] <0.01
達成感 0.48 [0.40 - 0.57] <0.01

同僚・上司の支援 0.98 [0.80 - 1.20] 0.83
子ども

いる

いない 1.14 [0.91 - 1.44] 0.25
土日勤務

ある

なし 1.22 [0.90 - 1.64] 0.20

Nagelkerke R2

OR: Odds Ratio, CI: Confidence Interval
0.35

心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析

年齢、通勤時間で調整した

(ref.)

男性教員

n = 2,267

(ref.)

(ref.)
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表Ⅲ-5 小学校女性教員における職位と心理的苦痛の関連 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

OR [95%CI] OR [95%CI] OR [95%CI] OR [95%CI] p値
職位

非管理職

管理職 0.60 [0.43 - 0.85] < 0.01 0.60 [0.42 - 0.86] < 0.01 0.81 [0.53 - 1.22] 0.31 0.79 [0.52 - 1.21] 0.28
職業性ストレス

量的負荷 1.37 [1.18 - 1.59] < 0.01 1.39 [1.20 - 1.61] < 0.01 1.30 [1.07 - 1.59] < 0.01
質的負荷 2.32 [2.00 - 2.69] < 0.01 2.30 [1.98 - 2.67] < 0.01 2.41 [1.97 - 2.94] < 0.01
対人関係の困難 1.71 [1.49 - 1.96] < 0.01 1.70 [1.48 - 1.95] < 0.01 1.71 [1.42 - 2.06] < 0.01
裁量度 0.84 [0.72 - 0.99] 0.04 0.84 [0.72 - 0.99] 0.04 0.79 [0.64 - 0.97] 0.03
達成感 0.45 [0.38 - 0.52] < 0.01 0.44 [0.38 - 0.52] < 0.01 0.43 [0.35 - 0.52] < 0.01
同僚・上司の支援 0.97 [0.82 - 1.14] 0.70 0.97 [0.82 - 1.15] 0.71 0.97 [0.77 - 1.21] 0.76

子ども

いる

いない 0.92 [0.75 - 1.13] 0.42 0.84 [0.65 - 1.09] 0.19
土日勤務

あり

なし 1.04 [0.81 - 1.33] 0.76 0.93 [0.67 - 1.29] 0.66
Nagelkerke R2 0.004
OR: Odds Ratio, CI: Confidence Interval

0.320 0.32 0.32

Model3、4は年齢、通勤時間で調整した

心理的苦痛を目的変数とした二項ロジスティック回帰分析

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

p値 p値 p値

(ref.) (ref.) (ref.) (ref.)

女性教員  n = 3,101 女性教員  n = 1,790
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4（年齢40歳以上で層化）
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表Ⅲ-6 小学校男性教員における職業性ストレスと基本属性が心理的苦痛に与える影響 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

OR [95%CI] p値 OR [95%CI] p値
職業性ストレス

量的負荷 1.32 [0.87 - 1.99] 0.19 1.34 [1.09 - 1.65] <0.01
質的負荷 2.67 [1.71 - 4.18] <0.01 2.46 [2.00 - 3.02] <0.01

対人関係の困難 1.85 [1.18 - 2.93] <0.01 1.57 [1.31 - 1.89] <0.01
裁量度 0.92 [0.59 - 1.43] 0.71 0.74 [0.60 - 0.90] <0.01
達成感 0.47 [0.31 - 0.71] <0.01 0.47 [0.39 - 0.57] <0.01

同僚・上司の支援 1.06 [0.65 - 1.72] 0.81 0.97 [0.77 - 1.22] 0.77
子ども

いる

いない 1.43 [0.68 - 3.02] 0.34 1.11 [0.87 - 1.42] 0.39
土日勤務

ある

なし 0.81 [0.40 - 1.67] 0.57 1.32 [0.95 - 1.84] 0.10

Nagelkerke R2

OR: Odds Ratio, CI: Confidence Interval

年齢、通勤時間で調整した

男性管理職 男性非管理職

n = 454 n = 1,813

(ref.) (ref.)

0.32 0.35

心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析

(ref.) (ref.)
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表Ⅲ-7 小学校女性教員における職業性ストレスと基本属性が心理的苦痛に与える影響 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

OR [95%CI] p値 OR [95%CI] p値
職業性ストレス

量的負荷 1.27 [0.59 - 2.76] 0.54 1.39 [1.19 - 1.62] <0.01
質的負荷 2.82 [1.20 - 6.62] 0.02 2.29 [1.97 - 2.67] <0.01
対人関係の困難 3.98 [1.41 - 11.19] <0.01 1.67 [1.46 - 1.92] <0.01
裁量度 0.40 [0.18 - 0.88] 0.02 0.86 [0.73 - 1.02] 0.08
達成感 0.33 [0.15 - 0.72] <0.01 0.44 [0.38 - 0.52] <0.01
同僚・上司の支援 2.55 [0.95 - 6.88] 0.06 0.94 [0.79 - 1.12] 0.48

子ども

いる

いない 0.70 [0.25 - 1.99] 0.51 0.94 [0.77 - 1.16] 0.58
土日勤務

あり

なし 0.47 [0.14 - 1.62] 0.23 1.07 [0.83 - 1.38] 0.59

Nagelkerke R2

OR: Odds Ratio, CI: Confidence Interval

年齢、通勤時間で調整した

0.46 0.31

心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

n = 139 n = 2,962
女性管理職 女性非管理職



71 

表Ⅲ-8 小学校教員における 
子どもがいることへの配慮の有無と職業性ストレス/心理的苦痛の関連 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Mean SD Mean SD p値

量的負荷 3.00 0.76 3.12 0.69 0.05
質的負荷 2.44 0.84 2.48 0.74 0.57
人間関係の困難感 1.69 0.70 1.82 0.71 0.03
裁量度 2.86 0.59 2.78 0.61 0.13
達成感 3.24 0.66 3.17 0.62 0.20
同僚・上司からの支援 3.25 0.62 3.02 0.59 ＜0.01

4.87 4.03 5.44 4.23 0.11
ｔ検定

n = 1,240n = 151

職業性ストレス

K6 得点

配慮あり 配慮なし
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表Ⅲ-9 中学校男性教員の基本属性 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

n (%) n (%) p値
年齢（歳）

22-39 0 (0.0) 1,579 (47.5)
40-49 40 (7.9) 757 (22.8)
50-60 467 (92.1) 990 (29.8)

子どもの有無

いる 466 (91.9) 1,999 (60.1)
いない 41 (8.1) 1,327 (39.9)

子どもがいること

への配慮 あり 12 (2.6) 116 (5.8)
なし 415 (89.1) 1,743 (87.2)
無回答 39 (8.4) 140 (7.0)

土日勤務の有無

なし 457 (90.1) 3,027 (91.0)
あり 50 (9.9) 299 (9.0)

通勤時間（分）

1-30 342 (67.5) 2,319 (69.7)
31-60 143 (28.2) 836 (25.1)
61- 22 (4.3) 171 (5.1)

χ2
検定

0.53

0.29

<0.01

男性管理職 男性非管理職

<0.01

n = 507 n = 3,326

<0.01
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表Ⅲ-10 中学校女性教員の基本属性 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

n (%) n (%) p値
年齢（歳）

22-39 0 (0.0) 980 (42.0)
40-49 6 (13.6) 639 (27.4)
50-60 38 (86.4) 709 (30.6)

子どもの有無

いる 27 (61.4) 1,035 (44.5)
いない 17 (38.6) 1,293 (55.5)

子どもがいること

への配慮 あり 0 (0.0) 171 (16.5)
なし 23 (85.2) 772 (74.6)
無回答 4 (14.8) 92 (8.9)

土日勤務の有無

なし 39 (88.6) 2,108 (90.5)
あり 5 (11.4) 220 (9.5)

通勤時間（分）

1-30 25 (56.8) 1,619 (69.6)
31-60 18 (40.9) 608 (26.1)
61- 1 (2.3) 101 (4.3)

χ2
検定

<0.01

0.03

0.05

0.67

0.08

女性管理職 女性非管理職

n=44 n=2,328
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表Ⅲ-11 中学校教員における職位と職業性ストレス/心理的苦痛との関連 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Mean SD Mean SD p値

量的負荷 2.65 0.78 2.98 0.73 <0.01
質的負荷 2.43 0.75 2.52 0.78 0.02
対人関係の困難 1.74 0.56 1.89 0.74 <0.01
裁量度 3.03 0.64 2.67 0.66 <0.01
達成感 3.21 0.66 3.04 0.73 <0.01
同僚・上司の支援 3.02 0.54 2.94 0.64 <0.01

4.10 3.66 5.49 4.78 <0.01

男性管理職 男性非管理職

K6 得点

n = 507 n = 3,326

職業性ストレス

Mean SD Mean SD p値
職業性ストレス

量的負荷 2.94 0.73 3.02 0.71 0.43
質的負荷 2.52 0.76 2.48 0.76 0.75
対人関係の困難 1.94 0.60 1.95 0.76 0.93
裁量度 3.06 0.64 2.72 0.63 <0.01
達成感 3.35 0.63 3.08 0.70 <0.01
同僚・上司の支援 2.92 0.65 2.95 0.64 0.73

4.00 3.18 6.07 4.88 <0.01
SD: Standard Deviation

女性非管理職

n = 2,328

K6 得点

女性管理職

n = 44

ｔ検定
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表Ⅲ-12 中学校男性教員における職位と職業性ストレス/心理的苦痛との関連  
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

OR [95%CI] p値
職位

非管理職

管理職 0.88 [0.69 - 1.13] 0.32
職業性ストレス

量的負荷 1.38 [1.20 - 1.58] <0.01
質的負荷 2.18 [1.90 - 2.50] <0.01
対人関係の困難 1.64 [1.45 - 1.86] <0.01
裁量度 0.80 [0.70 - 0.91] <0.01
達成感 0.45 [0.40 - 0.51] <0.01
同僚・上司の支援 0.94 [0.80 - 1.10] 0.04

子ども

いる

いない 1.04 [0.88 - 1.24] 0.65
土日勤務

あり

なし 0.91 [0.70 - 1.18] 0.48

Nagelkerke R2

OR: Odds Ratio, CI: Confidence Interval

年齢、通勤時間で調整した

(ref.)

0.33

心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析

(ref.)

(ref.)

男性教員

n = 3,833



76 

表Ⅲ-13 中学校女性教員における職位と職業性ストレス/心理的苦痛との関連  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

OR [95%CI] OR [95%CI] OR [95%CI] OR [95%CI] p値
職位

非管理職

管理職 0.47 [0.25 - 0.87] 0.02 0.42 [0.21 - 0.85] 0.02 0.43 [0.21 - 0.88] 0.02 0.41 [0.20 - 0.84] 0.02
職業性ストレス

量的負荷 1.12 [0.95 - 1.31] 0.19 1.13 [0.96 - 1.33] 0.14 0.99 [0.80 - 1.23] 0.96
質的負荷 2.60 [2.20 - 3.08] < 0.01 2.58 [2.17 - 3.05] < 0.01 2.78 [2.22 - 3.49] < 0.01
対人関係の困難 1.61 [1.39 - 1.87] < 0.01 1.59 [1.37 - 1.85] < 0.01 1.51 [1.24 - 1.85] < 0.01
裁量度 1.01 [0.85 - 1.19] 0.93 1.02 [0.86 - 1.21] 0.85 1.16 [0.92 - 1.45] 0.21
達成感 0.53 [0.45 - 0.62] < 0.01 0.53 [0.45 - 0.63] < 0.01 0.55 [0.44 - 0.67] < 0.01
同僚・上司の支援 0.73 [0.61 - 0.88] < 0.01 0.72 [0.59 - 0.87] < 0.01 0.66 [0.52 - 0.84] < 0.01

子ども

いる

いない 1.19 [0.95 - 1.47] 0.12 0.96 [0.74 - 1.24] 0.74
土日勤務

あり

なし 0.83 [0.61 - 1.14] 0.25 0.77 [0.50 - 1.19] 0.24

Nagelkerke R2 0.004
OR: Odds Ratio, CI: Confidence Interval

0.320 0.30 0.28

Model3、4は年齢、通勤時間で調整した

心理的苦痛を目的変数とした二項ロジスティック回帰分析

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.) (ref.) (ref.)

p値 p値 p値

女性教員  n = 2,372 女性教員  n = 1,392
Model 1 Model 2 Model 3 Model 4（年齢40歳以上で層化）
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表Ⅲ-14 中学校男性教員における職業性ストレスと基本属性が心理的苦痛に与える影響 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

OR [95%CI] p値 OR [95%CI] p値
職業性ストレス

量的負荷 1.08 [0.75 - 1.57] 0.68 1.44 [1.24 - 1.67] <0.01
質的負荷 2.99 [1.98 - 4.52] <0.01 2.09 [1.80 - 2.41] <0.01
対人関係の困難 2.29 [1.45 - 3.62] <0.01 1.58 [1.38 - 1.80] <0.01
裁量度 1.26 [0.83 - 1.92] 0.27 0.75 [0.65 - 0.86] <0.01
達成感 0.33 [0.22 - 0.49] <0.01 0.46 [0.40 - 0.52] <0.01
同僚・上司の支援 1.20 [0.73 - 1.96] 0.46 0.91 [0.77 - 1.07] 0.25

子ども

いる

いない 0.56 [0.25 - 1.25] 0.16 1.07 [0.89 - 1.27] 0.48
土日勤務

あり

なし 0.86 [0.43 - 1.72] 0.67 0.92 [0.70 - 1.22] 0.58

Nagelkerke R2

OR: Odds Ratio, CI: Confidence Interval

年齢、通勤時間で調整した

0.36 0.33

心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

男性管理職 男性非管理職

n = 507 n = 3,326
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表Ⅲ-15 中学校女性教員における職業性ストレスと基本属性が心理的苦痛に与える影響 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

OR [95%CI] OR [95%CI] OR [95%CI] OR [95%CI] p-value
職業性ストレス

量的負荷 0.16 [0.02 - 1.08] 0.06 0.15 [0.02 - 1.09] 0.06 0.07 [0.00 - 0.91] 0.04 1.15 [0.98 - 1.36] 0.09
質的負荷 33.14 [3.08 - 356.78] < 0.01 43.18 [2.54 - 732.93] < 0.01 139.4 [2.18 - 8925.1] 0.02 2.52 [2.13 - 2.99] <0.01
対人関係の困難 0.29 [0.04 - 2.28] 0.24 0.24 [0.02 - 2.46] 0.23 0.03 [0.00 - 4.54] 0.17 1.61 [1.38 - 1.87] <0.01
裁量度 0.17 [0.02 - 1.72] 0.13 0.12 [0.01 - 2.24] 0.16 0.04 [0.00 - 2.52] 0.13 1.02 [0.86 - 1.21] 0.83
達成感 0.18 [0.03 - 1.18] 0.07 0.14 [0.01 - 1.40] 0.09 0.08 [0.00 - 1.63] 0.10 0.54 [0.45 - 0.63] <0.01
同僚・上司からの支援 0.38 [0.07 - 2.08] 0.27 0.40 [0.08 - 2.04] 0.27 0.20 [0.02 - 1.72] 0.14 0.73 [0.60 - 0.88] <0.01

子ども

いる

いない 0.13 [0.01 - 1.78] 0.13 1.22 [0.98 - 1.52] 0.08
土日勤務

あり

なし 36.75 [0.02 - 85585.54] 0.36 0.85 [0.62 - 1.16] 0.30

Model2は年齢で、Model3、4は年齢、通勤時間で調整した

OR: Odds Ratio, CI: Confidence Interval

心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析

Nagelkerke R2 0.64 0.65 0.71 0.30

(ref.) (ref.)

(ref.) (ref.)

女性管理職  n = 44 女性非管理職  n = 2,328
Model 1 Model 2 Model 3

p-value p-value p-value
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表Ⅲ-16 中学校教員における 
子どもがいることへの配慮の有無と職業性ストレス/心理的苦痛の関連 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Mean SD Mean SD p値

量的負荷 2.97 0.71 3.04 0.68 0.26
質的負荷 2.38 0.74 2.43 0.75 0.40
人間関係の困難感 1.80 0.67 1.88 0.72 0.19
裁量度 2.74 0.60 2.77 0.61 0.52
達成感 3.23 0.61 3.14 0.67 0.10
同僚・上司からの支援 3.15 0.57 2.96 0.61 ＜0.01

4.78 4.47 5.53 4.56 0.05
ｔ検定

配慮あり 配慮なし

職業性ストレス

K6 得点

n = 171 n = 772
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表Ⅳ-1 基本属性 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

p値

n (%) n (%)
年代

22-29 0 (0.0) 50 (28.7)
30-39 2 (3.8) 38 (21.8)
40-49 16 (30.2) 60 (34.5)
50-60 35 (66.0) 26 (14.9)

婚姻

未婚 8 (15.1) 68 (39.1)
既婚 42 (79.2) 100 (57.5)
離死別 3 (5.7) 6 (3.4)

子どもの有無

あり 40 (75.5) 78 (44.8)
なし 13 (24.5) 96 (55.2)

職種

事務職 23 (43.4) 57 (32.8)
学術・研究職 26 (49.1) 102 (58.6)
技術職 3 (5.7) 12 (6.9)
その他 1 (1.9) 3 (1.7)

在宅ワーク

なし 38 (71.7) 149 (85.6)
あり 15 (28.3) 25 (14.4)

χ2
検定

0.56

0.02

<0.01

<0.01

n = 53 n = 174

<0.01

女性管理職 女性非管理職
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表Ⅳ-2 職位と職業性ストレス/心理的苦痛との比較 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Mean SD Mean SD p値

量的負荷 2.53 0.87 2.22 0.81 0.02
質的負荷 2.50 0.72 2.34 0.75 0.17
人間関係の困難感 2.08 0.79 2.10 0.83 0.91
裁量度 2.75 0.77 2.76 0.79 0.94
達成感 2.64 0.94 2.69 0.87 0.69
同僚・上司からの支援 2.82 0.62 2.82 0.76 0.96

ワーク・ファミリー・コンフリクト

時間に基づく仕事から家庭への葛藤 3.00 1.20 2.62 1.13 0.04
時間に基づく家庭から仕事への葛藤 2.37 1.04 2.38 1.25 0.98
ストレス反応に基づく仕事から家庭への葛藤 2.57 1.08 2.44 1.06 0.46
ストレス反応に基づく家庭から仕事への葛藤 1.96 1.07 1.84 1.07 0.49
行動に基づく仕事から家庭への葛藤 2.74 1.15 2.65 1.07 0.60
行動に基づく家庭から仕事への葛藤 2.68 1.15 2.53 1.04 0.38

6.26 5.82 7.11 5.53 0.34K6 得点

ｔ検定

職業性ストレス

管理職 非管理職

n = 53 n = 174
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表Ⅳ-3 職位と心理的苦痛の関連 
 

 
 
 
 
 
 

OR [95%CI] OR [95%CI]
職位

非管理職

管理職 0.45 [0.20 - 0.99] <0.05 0.47 [0.17 - 1.26] 0.13
職業性ストレス

量的負荷 1.01 [0.57 - 1.82] 0.96 0.92 [0.50 - 1.69] 0.78
質的負荷 2.54 [1.36 - 4.73] < 0.01 2.71 [1.40 - 5.27] < 0.01
対人関係の困難 1.22 [0.75 - 1.99] 0.43 1.14 [0.68 - 1.89] 0.62
裁量度 0.97 [0.55 - 1.69] 0.91 0.95 [0.51 - 1.74] 0.86
達成感 0.56 [0.33 - 0.92] 0.02 0.51 [0.30 - 0.87] 0.01
同僚・上司からの支援 1.27 [0.72 - 2.25] 0.41 1.34 [0.72 - 2.47] 0.35

ワーク・ファミリー・コンフリクト

時間に基づく仕事から家庭への葛藤 0.98 [0.67 - 1.45] 0.93 0.98 [0.65 - 1.48] 0.92
時間に基づく家庭から仕事への葛藤 0.60 [0.41 - 0.88] < 0.01 0.59 [0.38 - 0.93] 0.02
ストレス反応に基づく仕事から家庭への葛藤 2.64 [1.56 - 4.49] < 0.01 2.83 [1.62 - 4.93] < 0.01
ストレス反応に基づく家庭から仕事への葛藤 1.02 [0.62 - 1.67] 0.95 0.93 [0.56 - 1.55] 0.78
行動に基づく仕事から家庭への葛藤 1.03 [0.65 - 1.63] 0.90 0.99 [0.61 - 1.61] 0.97
行動に基づく家庭から仕事への葛藤 0.99 [0.64 - 1.54] 0.98 1.06 [0.66 - 1.68] 0.81

婚姻

未婚

既婚 0.40 [0.12 - 1.33] 0.14
離死別 0.69 [0.08 - 6.20] 0.74

子どもの有無

あり

なし 1.44 [0.48 - 4.34] 0.52
職種

事務職

学術・研究職 1.60 [0.63 - 4.03] 0.32
技術職 2.77 [0.54 - 14.19] 0.22
その他 0.46 [0.04 - 4.88] 0.52

在宅ワーク

なし

あり 1.42 [0.53 - 3.79] 0.48

OR: Odds Ratio　　CI: confidence interval
Nagelkerke R2 0.36 0.39

ref.

心理的苦痛ありを目的変数とした二項ロジスティック回帰分析

年齢で調整した

ref.

ref.

ref.

ref. ref.

女性労働者  n = 227
Model 1 Model 2

p値 p値
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職業性ストレス簡易質問紙（Brief Scales for Job Stress: BSJS） 

 

仕事についての各々の記述について、現在の状況に最もあてはまると感じる番号に○をつ

けて下さい。 
 
 

 
 

 
 
1）あまりに仕事が多すぎる                        
2）仕事量が多くて、仕事がこなしきれない       
3）猛烈に働くことが必要だ        
4）期限に追われて仕事をすることがよくある      
5）仕事に行き詰まることがよくある       
6）複雑で困難な仕事が多い        
7）これまでの経験だけでは対処できない仕事をすることがよくある    
8）自分の仕事について、自分の意見を反映することができる     
9）仕事の進め方を、自分で決めることができる      
10）仕事のペースを自分で決めることができる      
11）職場で人間関係のトラブルがよくある       
12）職場のメンバー間の意志疎通がよくいっていない      
13）職場や仕事先に苦手な人がいる               
14）職場の人たちは、自分の仕事がスムーズにいくように配慮してくれる    
15）職場の人たちと気軽に話ができる       
16）仕事で困難なことが起きた場合、職場の人たちの援助・助言がえられる   
17）職場の人たちは、自分の個人的な問題にも相談にのってくれる       
18）やりがい、誇りをもてる仕事をしている       
19）自分の能力が発揮できる仕事である       
20）達成感や満足感を得られる仕事をしている      

 

 
  

全
く
そ
う
で
は
な
い 

 

少
し
そ
う
で
あ
る 

 
 

ま
あ
そ
う
で
あ
る 

 
 

そ
う
で
あ
る 

 

1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
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Kessler の心理的苦痛測定指標（K6） 
 
過去 30 日の間にどれくらいの頻度で次のことがありましたか。あてはまる欄の数字に○

をつけてください。 
 
1 神経過敏に感じましたか。                                      
  0: 全くない 1: 少しだけ 2: ときどき 3: たいてい 4: いつも 
 
2 絶望的だと感じましたか。                                      
 0: 全くない 1: 少しだけ 2: ときどき 3: たいてい 4: いつも 
 
3 そわそわ、落ち着かなく感じましたか。                                
 0: 全くない 1: 少しだけ 2: ときどき 3: たいてい 4: いつも 
 
4 気分が沈み込んで、何が起こっても気が 晴れないように感じましたか。                  
 0: 全くない 1: 少しだけ 2: ときどき 3: たいてい 4: いつも 
 
5 何をするのも骨折りだと感じましたか。                                

0: 全くない 1: 少しだけ 2: ときどき 3: たいてい 4: いつも 
 

6 自分は価値のない人間だと感じましたか。                               
 0: 全くない 1: 少しだけ 2: ときどき 3: たいてい 4: いつも 
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ワーク・ファミリー・コンフリクト尺度 

 

仕事と家庭についてどれくらいの程度で次のことがありますか。 

 

1 自分が家族と過ごしたい時間を、思っている以上に仕事にとられる     

全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである     
 
2 仕事に時間が取られるため、仕事と同様に家庭での責任や家事をする時間が取りにくい 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
3 職務を果たすのに多くの時間を使うため、家族との活動ができないことがある 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
4 家族としての責任に時間を費やすために、自分の職務が妨げられることがよくある 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
5 家族と時間を過ごすために、自分のキャリアアップに役立つ職場での活動に時間をかけ

られないことがよくある 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
6 家族としての責任を果たすために多くの時間を使うので、仕事の活動が犠牲になってい

る 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
7 仕事から帰った時、くたくたに疲れていて、家族といろいろなことをしたり、家族とし

ての責任が果たせないことがよくある 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
8 仕事から帰った時、精神的に疲れ切っていて、家族のために何もすることが出来ないこ

とがよくある 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
9 職場でのストレスのために、家に帰っても自分が好きなことさえ出来ないことがある 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
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10 家庭でのストレスのために、職場でも家族のことが頭を離れないことがよくある 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
11 家庭での責任からくるストレスがよくあるので、仕事に集中するのが難しいことがある 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
12 家庭生活の緊張と不安のため、往々にして仕事をする能力が低下してしまう 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
13 仕事の際に使う問題解決行動は、家庭での問題解決には効果的でない 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
14 職場で、有効かつ必要な態度や行動は、家庭ではむしろ逆効果だろう 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
15 職場では効果的な行動は、良い親や配偶者となるには役に立たない 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
16 家庭ではうまくいく行動が、職場では効果的でないように思う 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
17 家庭では有効かつ必要な態度や行動は、職場ではむしろ逆効果だろう 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
 
18 家庭で、問題をうまく解決する行動は、職場では有用でないように思う 
全く当てはまらない 1  2  3  4  5 全くそのとおりである 
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本学位論文では Nagoya Journal of Medical Science. に掲載予定の論文の内容を、名古

屋ジャーナル編集委員会からの承認を得て再利用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


